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回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 （百万円） 71,808 82,915 131,325 216,928 263,773

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △57,338 △50,413 △48,297 10,687 40,454

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）

（百万円） △71,453 △52,476 △50,218 10,061 35,144

包括利益 （百万円） △69,614 △54,271 △50,064 13,992 30,813

純資産額 （百万円） 339,790 285,515 235,450 249,443 280,257

総資産額 （百万円） 1,212,616 1,225,198 1,265,773 1,241,893 1,410,914

１株当たり純資産額 （円） 138,505.73 115,816.86 94,880.37 100,687.49 113,501.70

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）
（円） △31,120.01 △21,913.25 △20,970.56 4,201.44 14,675.80

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 27.4 22.6 18.0 19.4 19.3

自己資本利益率 （％） － － － 4.3 13.7

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △29,612 △8,626 △1,705 62,171 67,878

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △336,236 △24,784 △65,899 △112,342 △8,138

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 485,879 49,983 69,508 △39,542 131,726

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 158,561 175,124 177,053 87,368 278,837

従業員数
（人）

3,007 3,008 3,015 3,037 3,142

（外、平均臨時雇用者数） (1,397) (1,173) (1,129) (1,322) (1,520)

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

(注) １．第17期～第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第20期及び第21期の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株価収益率については、当社株式は非上場でありますので、記載しておりません。

３．第17期～第19期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第18期の期首から適用して

おり、第18期以降の経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

営業収益 （百万円） 65,012 75,611 101,537 142,914 169,797

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △50,369 △44,907 △50,281 △597 23,196

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △62,261 △46,739 △52,682 △734 21,558

資本金 （百万円） 119,736 119,736 119,736 119,736 119,736

発行済株式総数 （株） 2,394,736 2,394,736 2,394,736 2,394,736 2,394,736

純資産額 （百万円） 290,152 243,428 190,761 190,052 211,607

総資産額 （百万円） 1,172,360 1,186,967 1,232,388 1,195,766 1,353,527

１株当たり純資産額 （円） 121,162.45 101,651.54 79,658.83 79,362.59 88,363.75

１株当たり配当額
（円）

－ － － － 2,701

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）
（円） △27,116.69 △19,517.65 △21,999.13 △306.56 9,002.26

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 24.7 20.5 15.5 15.9 15.6

自己資本利益率 （％） － － － － 10.7

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － 30.0

従業員数
（人）

821 835 842 837 849

（外、平均臨時雇用者数） (237) (225) (222) (204) (192)

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

(2)提出会社の経営指標等

(注) １．第17期～第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第17期～第20期の１株当たり配当額及び配当性向については、１株当たり当期純損失を計上しており、ま

た、無配のため記載しておりません。

３．株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であります

ので、記載しておりません。

４．第17期～第20期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第18期の期首から適用して

おり、第18期以降の経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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1966年７月 新東京国際空港公団法（昭和40年６月２日法律第115号）に基づき政府全額出資の特殊法人とし

て設立

1969年１月 運輸大臣による工事実施計画認可

1978年５月 新東京国際空港開港（Ａ滑走路及び第１旅客ターミナルビルの供用を開始）

1979年３月 ㈱グリーンポート・エージェンシー（連結子会社）を設立

1981年５月 芝山鉄道㈱（連結子会社）を設立

1983年８月 航空燃料パイプラインの供用を開始（鉄道による暫定輸送終了）

1985年６月 エアポートメンテナンスサービス㈱（連結子会社）を設立

1989年３月 空港情報通信㈱（連結子会社）を設立

1992年12月 第２旅客ターミナルビルの供用を開始

1996年７月 本社機能を東京都中央区から千葉県成田市（成田国際空港内）に移転

1997年１月 ㈱成田エアポートテクノ（連結子会社）を設立

1999年３月 第１旅客ターミナル中央ビル新館及び北ウイングの供用を開始

2002年４月 暫定平行滑走路（Ｂ滑走路/2,180ｍ）の供用を開始

2002年４月 成田高速鉄道アクセス㈱（連結子会社）を設立

2002年８月 ㈱成田空港ビジネス（連結子会社）を設立

2004年４月 成田国際空港株式会社法（平成15年７月18日法律第124号）に基づき成田国際空港㈱を設立、

新東京国際空港公団は解散

2004年４月 石油備蓄センターの供用を開始

2004年５月 ㈱ＮＡＡリテイリング（連結子会社）を設立

2004年12月 ㈱ＮＡＡファシリティーズ（連結子会社）を株式取得により子会社化

2005年４月 ＮＡＡファイアー＆セキュリティー㈱（連結子会社、現ＮＡＡセーフティサポート㈱）を設立

2005年12月 成田空港給油施設㈱（連結子会社）を株式取得により子会社化

2006年６月 第１旅客ターミナルビルグランドオープン

2006年10月 成田空港給油施設㈱（連結子会社）が㈱ナフ・エンジニアリング（連結子会社、1994年９月設立）

を吸収合併

2009年10月 Ｂ滑走路の2,500ｍ化工事完了、供用を開始

2010年７月 成田新高速鉄道(路線愛称名「成田スカイアクセス」)が開業

2012年４月 ㈱ＮＡＡリテイリング（連結子会社）がＮＡＡ＆ＡＮＡデューティーフリー㈱（連結子会社、

2005年７月設立）及び㈱ＮＡＡ＆ＪＡＬ－ＤＦＳ（連結子会社、2005年７月設立）を吸収合併

2013年３月 オープンスカイが適用

2013年３月 ＮＡＡ成田空港セコム㈱（連結子会社、2006年４月）を解散

2014年４月 ㈱成田エアポートテクノ（連結子会社）がネイテック防災㈱（連結子会社、2003年７月設立）

を吸収合併

2015年４月 第３旅客ターミナルビルの供用を開始

㈱ＮＡＡリテイリング（連結子会社）が成田空港サービス㈱（連結子会社、1999年６月設立）

を吸収合併

㈱グリーンポート・エージェンシー（連結子会社）が㈱メディアポート成田（連結子会社、

1992年６月設立）及び臨空開発整備㈱（連結子会社、1989年11月設立）を吸収合併

2018年４月 ㈱グリーンポート・エージェンシー（連結子会社）が成田空港ロジスティックス㈱（連結子会

社、2000年10月設立）を吸収合併

㈱成田エアポートテクノ（連結子会社）が㈱ＮＡＡエレテック（連結子会社、2004年６月

設立）を吸収合併

ＮＡＡセーフティサポート㈱（連結子会社）が㈱ＮＡＡコミュニケーションズ（連結子会社、

2002年８月設立）を吸収合併

2023年４月 成田国際空港におけるエネルギー供給事業（電気・熱）に関する権利義務を㈱Ｇｒｅｅｎ Ｅ

ｎｅｒｇｙ Ｆｒｏｎｔｉｅｒ（持分法適用関連会社）へ吸収分割により承継

２【沿革】

当社は、成田国際空港株式会社法（平成15年法律第124号）に基づき、新東京国際空港公団の財産の全てを現物出

資により引継ぎ、新東京国際空港公団の一切の権利及び義務を承継して2004年４月１日に設立されましたので、以下

におきましては、当社の前身である新東京国際空港公団の1966年７月の設立以降の沿革を記載しております。
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事業の内容 会社名

空港の管理・運営業 当社

施設保守業 エアポートメンテナンスサービス㈱、㈱成田エアポートテクノ

㈱ＮＡＡファシリティーズ

情報処理業 空港情報通信㈱

給油・給油施設管理業 成田空港給油施設㈱、※日本空港給油㈱

警備・消火救難・手荷物

カートサービス業等

ＮＡＡセーフティサポート㈱、㈱成田空港ビジネス

事業の内容 会社名

商業スペース運営業 当社

免税売店・物品販売・飲

食業・各種サービス・広

告代理業

㈱ＮＡＡリテイリング、㈱グリーンポート・エージェンシー、※㈱Japan Duty Free Fa-

So-La 三越伊勢丹、※プラスナリタラボ㈱

事業の内容 会社名

施設貸付業 当社

事業の内容 会社名

鉄道事業 芝山鉄道㈱、成田高速鉄道アクセス㈱

３【事業の内容】

当社および当社の関係会社（子会社11社及び関連会社４社）においては、「空港運営事業」「リテール事業」「施

設貸付事業」「鉄道事業」の４部門に関係する事業を行っております。各事業における当社及び当社の関係会社の位

置付け等は次のとおりであります。

なお、次の４部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメン

トの区分と同一であります。

(1) 空港運営事業

成田国際空港を発着する航空会社を主要顧客とした航空機の発着、給油等に係る空港施設の整備・運営事業並び

に成田国際空港をご利用になるお客様を主要顧客とした旅客サービス施設の整備・運営事業を行っております。

※持分法適用関連会社

(2) リテール事業

成田国際空港をご利用になるお客様を主要顧客とした空港施設内における商業スペースの整備・運営事業並びに

免税店（市中免税店を含む）、小売・飲食店、取次店の運営事業並びに各種空港関連サービスの提供及び広告代理

業を行っております。

※持分法適用関連会社

(3) 施設貸付事業

成田国際空港を発着する航空会社等を主要顧客とした事務所、貨物施設等の整備・運営事業を行っております。

(4) 鉄道事業

成田国際空港周辺地域及び成田国際空港と首都東京を直結する鉄道事業を行っております。

(注)上記の部門に属さない持分法適用会社として、成田国際空港内におけるエネルギー供給事業（電気・熱）を営む

株式会社Green Energy Frontierがあります。
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［事業系統図］

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

※持分法適用関連会社

(注)上記の部門に属さない持分法適用会社として、成田国際空港内におけるエネルギー供給事業（電気・熱）を営む

株式会社Green Energy Frontierがあります。
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連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

エアポートメンテナンスサ

ービス㈱
千葉県成田市 20 空港運営事業 100.0

同社は当社の建築施設・土木施設等にか

かる設計、工事及び保守管理業務を受託

しております。

役員の兼任あり。

㈱成田エアポートテクノ 千葉県成田市 120 空港運営事業 100.0

同社は当社の旅客ターミナルビル諸設

備・特殊設備にかかる設計、工事及び総

合保守管理業務を受託しております。

役員の兼任あり。

㈱ＮＡＡファシリティーズ 千葉県成田市 90 空港運営事業 100.0

同社は当社の貨物ビル諸設備、航空保安

照明施設等にかかる設計、工事及び保守

管理業務を受託しております。

役員の兼任あり。

空港情報通信㈱ 千葉県成田市 150 空港運営事業 100.0

同社は当社の総合情報通信ネットワー

ク、航空保安無線施設等にかかる設計、

工事及び保守管理業務の受託並びに各種

ＩＴサービス、電話業務等を営んでおり

ます。

役員の兼任あり。

成田空港給油施設㈱ 千葉県成田市 50 空港運営事業 100.0

同社は当社の航空機給油施設にかかる設

計、工事及び運転保守管理業務並びに同

施設の保安防災業務を受託しておりま

す。

役員の兼任あり。

ＮＡＡセーフティサポート

㈱
千葉県成田市 80 空港運営事業 100.0

同社は当社の警備業務及び消火救難業務

並びに警備設備保守管理業務を受託し、

成田国際空港の総合的な危機管理を行っ

ております。

役員の兼任あり。

㈱成田空港ビジネス 千葉県成田市 60 空港運営事業 100.0

同社は当社の旅客ターミナルビルにおけ

る手荷物カートサービス業務の受託及び

空港内企業等への人材派遣業務等を営ん

でおります。

役員の兼任あり。

㈱ＮＡＡリテイリング

　　　　（注）２
千葉県成田市 90 リテール事業 100.0

同社は当社の旅客ターミナルビルを賃借

し、免税品、食品、民芸品等ギフト商品

及び電化製品等の販売業並びに飲食業を

営み、また、市中の空港型免税店からの

免税品引渡し業務を行っております。

役員の兼任あり。

㈱グリーンポート・エージ

ェンシー
千葉県成田市 80 リテール事業 95.7

同社は当社の旅客ターミナルビルを賃借

し、損害保険代理業及び両替業等の各種

サービス業並びに旅客ターミナルビルに

おける広告販売業、自動販売機による飲

料販売事業等を営んでおります。

役員の兼任あり。

４【関係会社の状況】
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名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

芝山鉄道㈱
千葉県山武郡

芝山町
100 鉄道事業

68.5

(0.1)

同社は当社の土地等を賃借し、芝山鉄道

線（東成田～芝山千代田間）を運行して

おります。

役員の兼任あり。

成田高速鉄道アクセス㈱

　　　　（注）２
千葉県船橋市 19,008 鉄道事業 53.7

同社は成田高速鉄道アクセス線の鉄道施

設を保有し、貸付を行っております。

役員の兼任あり。

持分法適用関連会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

日本空港給油㈱ 千葉県成田市 50 空港運営事業 20.0

同社は成田国際空港を離発着する航空機

に対する給油業を営んでおります。

役員の兼任あり。

㈱Japan Duty Free Fa-So-

La 三越伊勢丹
東京都中央区 490 リテール事業

27.5

(27.5)

同社は市中の空港型免税店において、免

税品の販売業を営んでおります。

役員の兼任あり。

プラスナリタラボ㈱ 千葉県成田市 6 リテール事業
16.7

(16.7)

同社は成田国際空港と地域の発展を目的

とする地域ビジネスの企画、物販・卸事

業等を営んでおります。

役員の兼任あり。

㈱Green Energy Frontier 千葉県成田市 1,827
エネルギー供給事

業
50.0

詳細は第１企業の概況　３事業の内容

（注）参照。

役員の兼任あり。

(注) １．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

２．㈱ＮＡＡリテイリング及び成田高速鉄道アクセス㈱は特定子会社に該当しております。

３．㈱ＮＡＡリテイリングについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

(1) 売上高　　　　102,095百万円

(2) 経常利益 　　　12,527百万円

(3) 当期純利益　　　9,271百万円

(4) 純資産額 　　　35,142百万円

(5) 総資産額 　　　47,182百万円
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2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

空港運営事業 2,031（  935）

リテール事業 1,003（  549）

施設貸付事業 92（   20）

鉄道事業 16（   16）

合計 3,142（1,520）

2025年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

849（192） 40.2 12.6 8,571,216

セグメントの名称 従業員数（人）

空港運営事業 671（156）

リテール事業 82（ 16）

施設貸付事業 92（ 20）

鉄道事業 4（  2）

合計 849（192）

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(注) 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員等を含んでおります。）は、年間の平均

人員を（　）内に外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況

(注) １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、年間の平均人員を（　）内に外数で

記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

当社の従業員により、成田国際空港株式会社労働組合が組織されており、政府関係法人労働組合連合に加盟して

おります。

当社の労使間及び連結子会社の労使間において、特記すべき事項はありません。
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当事業年度

名称

管理職に占める
女性労働者の割

合（％）
（注）１

男性労働者の育
児休業取得率

（％）
（注）２

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１、３

全労働者
うち正規雇用

労働者
うちパート・
有期労働者

当社 11.9 70.0 64.5 71.8 64.8

エアポートメンテナンス

サービス㈱
6.7 150.0

― ― ―

㈱成田エアポートテクノ 1.6 84.6 ― ― ―

㈱ＮＡＡファシリティー

ズ
3.4 85.7

― ― ―

空港情報通信㈱ 5.7 66.7 ― ― ―

成田空港給油施設㈱ 2.2 100.0 ― ― ―

ＮＡＡセーフティサポー

ト㈱
3.7 66.7

― ― ―

㈱成田空港ビジネス 33.3 0.0 ― ― ―

㈱ＮＡＡリテイリング 16.7 57.1 78.9 75.8 78.3

㈱グリーンポート・エー

ジェンシー
23.4 66.7 68.0 78.0 68.3

(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

あります。なお、「―」は公表対象外のものを表します。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成３年

労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

３. 労働者の男女の賃金の差異を算出するにあたっての賃金は、賞与、基準外賃金等を含んでおり、退職手当は除

いております。なお、男女の賃金の差異について、同一労働の賃金に差はなく、等級別人数構成に差があるこ

と等によるものであります。

４．連結子会社の芝山鉄道㈱及び成田高速鉄道アクセス㈱は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 当社の経営の基本方針

当社は、2004年４月１日、新東京国際空港公団の一切の権利及び義務を承継し、早期の株式上場・完全民営化を

目指す全額政府出資の特殊会社として設立されました。

会社設立にあたって、以下の経営理念と経営ビジョンを策定し、世界トップレベルの空港を目指すとともに、企

業価値の最大化を図り、当社のステークホルダーに利益還元することを基本方針としております。

（経営理念）

ＮＡＡは、国際拠点空港としての役割を果たし、グローバルな航空ネットワークの発展に貢献する、世界トップ

レベルの空港を目指します。

（経営ビジョン）

１．安全を徹底して追求し、信頼される空港を目指します

２．お客様の満足を追求し、期待を超えるサービスの提供を目指します

３．環境に配慮し、地域と共生する空港を目指します

４．効率的で透明性のある企業活動を通じ、健全経営と更なる成長を目指します

５．鋭敏な感性を持ち、柔軟かつ迅速な行動で、社会の期待に応えます

(2) 目標とする経営指標

中期経営計画（2025～2027年度）においては、2027年度末時点における財務目標を定めており、その具体的な内

容は、「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「３ 経営者の視点による

経営成績等の状況に関する分析・検討内容 (５) 経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための

客観的な指標等の達成・進捗状況」に記載しております。

(3) 経営環境ならびに対処すべき課題

当社グループが置かれている状況や当事業年度の業績等を踏まえ、対処すべき課題は次のとおりと捉えておりま

す。

我が国への旺盛なインバウンド需要に支えられ、月別航空旅客数はコロナ前の水準に回復したものの、アウトバ

ウンド需要は円安の影響等により、また、航空機発着回数は世界的な航空機材不足等の影響等もあり、回復が遅れ

ております。加えて、全国的な労働力不足による供給制約懸念や諸物価高騰によるコスト上昇圧力、米国の関税政

策等による景気やサプライチェーンへの影響等、今後も一部不透明な経営環境が継続すると予想されます。

他方、中長期的な航空需要はアジアを中心に強い伸びが見込まれる中、成田国際空港が、我が国経済を支える重

要インフラとして成長を続け、政府の掲げる観光立国の実現に大きな貢献を果たしていくためにも、更なる機能強

化や老朽化対策等大規模投資フェーズの中長期にわたる継続が必要となります。

このような環境認識の下、当社グループは、2024年度までの中期経営計画から引き続き、中長期的な環境変化に

対応しながら、ステークホルダーの皆様への価値創造を最大化するため、2025～2027年度の中期経営計画「Gear Up 

NRT（ギアアップ・ナリタ）」を策定いたしました。本中計期間は、航空ネットワークの充実、空港将来像の具現

化、財務基盤や人的資本などの経営資源の強化を促進するため、以下に掲げる12のテーマ全ての施策に全社一丸と

なって取り組み、変革を加速し、空港間競争力のより一層の強化を図ってまいります。

＜クリエイション：「需要対応空港」から「価値創造空港」への進化＞

１. 世界最高水準の安全・安心の追求

２．デジタル技術の活用による空港運用の高度化・効率化

３. パートナーとの共創による航空ネットワークの拡充（旅客・貨物）

４. 更なる機能強化の着実な推進と『新しい成田空港』構想の具現化

５. 「成田ならでは」の次世代型旅客体験の創出
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＜サステナビリティ：次世代に向けた持続可能な空港づくり＞

６. 共生・共栄とエアポートシティ形成に向けた地域との連携

７. 多様な人材を惹きつける空港人材対策

８. グローバル水準での気候変動対応

＜レジリエンス：柔軟で強靭な企業グループへの変革＞

９. 大規模投資を支える収益力・財務基盤の強化

10. グループ総合力を高める人的資本の強化と組織・業務の最適化

11. 収益多角化に向けた海外・グループ事業の開拓・育成

12. 顧客志向・脱自前主義でのイノベーションの推進

また、株式上場につきましては、引き続き、国における検討を見守りつつ、上場に向けた準備を進めてまいりま

す。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　文中の将来に関する事項は、当社グループが有価証券報告書提出日現在において合理的であると判断したものです。

(１）ＥＳＧ戦略

　成田国際空港においては、1978年の開港当初より、空港と地域の持続可能な発展を図るため、防音工事や水質保全等 

の環境対策と最大限の安全対策に努めるとともに、不正行為防止等のガバナンス強化を図ってきました。

　　近年では、気候変動に対する世界的な関心の高まりや、人権や生物多様性を含む持続可能な社会の構築に向けた開発 

目標（ＳＤＧｓ）の国連採択などにより、サステナビリティに対する企業責任はより一層重要になっていると認識して 

います。

環境対策については、大規模内陸空港である成田国際空港の騒音問題への取り組みをはじめとして、法令で求められ

る以上のきめ細かな取り組みを行ってきました。2005年からは、①周辺環境への取り組み、②気候変動への取り組み、 

③資源循環への取り組み、④環境マネジメントの４つを柱とする「エコ・エアポート基本計画」を策定して、空港関係 

者とも連携して環境負荷低減に継続的に取り組んできました。

　　近年、航空業界においても脱炭素化の動きが加速しており、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関：国際民間航空に関する国 

連の専門機関）、ＩＡＴＡ（国際航空運送協会：世界の航空会社で構成される国際機関）、ＡＣＩ（国際空港評議会： 

世界の空港運営会社で構成される国際機関）が相次いで2050年ＣＯ２排出量ゼロを目指すとの目標を掲げました。ま

た、国土交通省においては、2022年に航空脱炭素化推進基本方針を定め、航空分野の2050年カーボンニュートラルを掲

げ、各国内空港においては2030年までに2013年比46％削減を目標としつつ、国内空港全体としてはカーボンニュートラ

ルの高みを目指すとしました。

こうした動向を踏まえ、成田国際空港においては、2021年３月に脱炭素化に関する中長期目標「サステナブルＮＲＴ

2050」を策定し、2050年度までに当社グループにおいてネットゼロを目指すとの目標を掲げるとともに、空港全体の削

減目標を定め、政府、地方自治体、航空会社、空港関連事業者との連携を強化しつつ、様々な取り組みを進めていま

す。2025年１月には、空港カーボン認証（Airport Carbon Accreditation）プログラムにおいて、脱炭素化に向けた取

り組みが世界的に評価され、レベル４を取得しました。詳細は、「（２）気候変動対応」をご参照ください。

また、空港にとって、「安全」は基本であり、すべてに優先するものです。当社経営ビジョンにおいては安全の徹底

追求を最上段に掲げ、関係機関と連携を図り、空港内重大事故と事案を防止し、トリプルゼロの追求を掲げ、安全・安

心・安定の確保に取り組んでいます。そして、2022年３月に改正航空法が施行され、今までクリーンエリアと呼んでい

た区域が危険物等所持制限区域という名の法的な位置付けを持つエリアとなり、旅客、従業員へ保安検査や預入手荷物

検査の受検が法律上義務付けられ、航空保安対策の強化が図られているところです。

また、成田国際空港の持続的成長に向けて、空港全体のＥＳを向上させるため、2021年７月に「ＣＳ推進部」を「Ｃ

Ｓ・ＥＳ推進部」へ改編するとともに、「成田空港ＥＳ向上推進協議会」を設立し、空港従業員の食事や通勤等の職場

環境の改善などに取り組んでいます。

また、空港が人身取引や野生生物の不法取引において最後のトレースになることが多いことから、航空会社や関係省

庁などとも連携し、人権や生物についての認識向上にも取り組んでいます。

当社では、こうした課題に的確に対応し、健全で効率的な空港運営に取り組むため、「事業執行における迅速性と効

率性の追求」と「適切な監査及び監督による適法性の確保」とのバランスが取れ、関係者の理解を得られる企業統治の

充実を図っています。特に、安全・環境等については全役員を構成メンバーとした協議機関を設けて検討・協議を行っ

ています。詳細は、下記「①　ガバナンス」及び「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等」

をご参照ください。

　当社は、2022年５月にＥＳＧ経営の更なる推進に向けた中期経営計画「Restart NRT」を発表し、ＥＳＧ視点を踏ま

えた重点課題、及び、ステークホルダーへの貢献に向けた取り組み目標である非財務ＫＰＩを設定し、各種施策に取り

組みました。2025年５月に発表した中期経営計画「Gear Up NRT」においても非財務ＫＰＩを設定し、各種取り組みを

推進しています。

また、当社は、新滑走路の整備をはじめとする「更なる機能強化」事業や、成田国際空港全体の能力向上に向けた

『新しい成田空港』構想の検討を進めており、2024年７月には「『新しい成田空港』構想とりまとめ2.0」を発表しま

した。これまでの需要対応型の空港経営から、脱炭素化や地域と空港の一体的・持続的発展をはじめとする価値創造型

の空港経営への変革を目指すこととして、経営改革、企業改革を進めてまいります。

　なお、機関投資家によるＥＳＧ関連債券への投資が活発化する中、事業を継続する上で必要な資金をより安定的に調

達していくため、2023年６月にグリーンボンド・フレームワークを策定し、ZEB Oriented認証を取得した第８貨物ビル

の新設や航空灯火のＬＥＤ化にグリーンボンドを活用しました。

詳細は、「成田国際空港株式会社　統合報告書2023」「成田国際空港株式会社　統合報告書2024」をご参照くださ

い。

（URL）https://www.naa.jp/jp/issue/tougou_report/index.html
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①ガバナンス

　当社では、成田国際空港の持続的成長に向けて、ＥＳＧ施策の推進体制を強化するため、2021年７月に新たに「サ

ステナビリティ推進室」を設置しました。さらに、2023年７月より、サステナビリティ推進室が推進する数値目標

「サステナブルＮＲＴ2050」の統括として、当社担当役員が「サステナブルＮＲＴ2050」の対策を社内横断的な視点

で進めていく体制に強化しました。

　また、全役員を構成メンバーとした「サステナブルＮＲＴ2050推進委員会」では、定期的に「サステナブルＮＲＴ

2050」をはじめとした環境への取り組みや非財務ＫＰＩなどＥＳＧ施策の進捗管理や議論を行っています。2023年８

月に体制を見直し「サステナブルＮＲＴ2050推進委員会」の下に「ＥＳＧチーム会議」と「重点課題ワーキンググル

ープ」を設置し、グループをあげてＥＳＧ経営を推進する体制としています。

詳細は、「成田国際空港株式会社　統合報告書2024」をご参照ください。

（URL）https://www.naa.jp/jp/issue/tougou_report/index.html

②戦略

　近年、地球温暖化やサステナビリティへの関心の急速な高まり、新型コロナウイルスによる影響、各種テクノロジ

ーの進展などにより、大きな意識変化が求められています。

　一方、国際間の往来の本格再開を経て、中長期的にはアジア地域をはじめとした中間層の増加等に伴い、航空需要

は更に増大していくことが見込まれており、東アジアにおける巨大空港の建設や大規模拡張が進展する中、日本でも

首都圏空港の機能強化が急務です。

　こうした中、当社は、成田国際空港の持続的成長に向け、ＥＳＧ視点を踏まえた重点課題を2021年３月に設定し、

様々な取り組みを行っています。

　重点課題と取り組みの詳細については、「成田国際空港株式会社　統合報告書2024」をご参照ください。

（URL）https://www.naa.jp/jp/issue/tougou_report/index.html

③リスク管理

　当社では、サステナビリティを含む企業として想定される全リスクを対象に、毎期リスクマネジメント調査を実施

しています。特に、グループ経営に与える影響の大きい重要リスクについては、取締役会において対策を定め、対処

していく体制となっております。詳細は、「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」をご参照ください。
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④指標及び目標

　②に掲げる重点課題について、ステークホルダーへの貢献に向けた取り組み目標である非財務ＫＰＩを設定し、

2022年５月に中期経営計画「Restart NRT」において発表しました。

　2025年５月に発表した中期経営計画「Gear Up NRT」においても継続して非財務ＫＰＩを設定し、2027

年度を目標年度として各種取り組みを推進しています。（気候変動は2030年度、2050年度）

　非財務ＫＰＩ振り返りの詳細は、「成田国際空港株式会社　統合報告書2024」をご参照ください。

　（URL）https://www.naa.jp/jp/issue/tougou_report/index.html
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（２）気候変動対応

①ガバナンス

　当社における気候変動に関する主なガバナンスは、ＥＳＧ戦略のガバナンスに組み込まれています。詳細について

は「（１）ＥＳＧ戦略①ガバナンス」をご参照ください。

　また、成田国際空港におけるＣＯ２排出量の約９割（2023年度実績）はステークホルダーによるものであり、成田

国際空港全体のＣＯ２排出量削減に向けては、ステークホルダーとの連携が必要不可欠です。詳細は、「④指標及び

目標」をご参照ください。

　このため、成田国際空港では、43社・12団体・９官公庁および２名の学識経験者（2025年５月末時点）を構成メン

バーとする「サステナブルＮＲＴ推進協議会」を設置し、「サステナブルＮＲＴ2050」及び「成田国際空港脱炭素化

推進計画」の目標達成に向けた議論を進めています。

　そして、空港全体のＣＯ２排出量削減に向けて取り組みをさらに活性化するため、特定のテーマに特化したワーキ

ンググループを設置して体制強化を図っています。現在、「車両のカーボンニュートラル化ＷＧ」と「地域連携Ｗ

Ｇ」を設置しています。

②戦略

　当社では、昨今の世界的状況の変化や長期的な航空分野の成長の視点に鑑み、取り組みの柱の１つである「気候変

動への取り組み」をさらに進めるため、脱炭素化に関する中長期目標を含めた新たな枠組みとなる「サステナブルＮ

ＲＴ2050」を2021年３月に発表し、空港運営会社のネットゼロと空港全体での数値目標を国内空港で初めて掲げまし

た。

　また、2023年12月、当社は空港管理者として、サステナブルＮＲＴ推進協議会を通じて目標の設定及び取り組みに

ついてステークホルダーと連携を図り、「成田国際空港脱炭素化推進計画」を策定し、国内空港で初めて国土交通大

臣からの認定を受けました。本計画に基づき、成田国際空港における脱炭素化の動きをさらに加速しているところで

す。

（詳細は、「成田国際空港　サステナブルＮＲＴ推進協議会ホームページ」をご参照ください。）

（URL）https://www.naa.jp/eco/news/1201_23078.html

　また、国際空港評議会（ＡＣＩ）の空港カーボン認証プログラムに参加しており、2018年11月に日本の空港として

は初めてレベル３を取得し、更新を継続していましたが 2025年１月には、脱炭素化に向けた取り組みが世界的に評

価され、レベル４を取得しました。

（詳細は、「成田国際空港株式会社ホームページ」をご参照ください。）

 （URL）https://www.narita-airport.jp/ja/company/sustainability/examples/airport-carbon/

　これら「サステナブルＮＲＴ2050」と「脱炭素化推進計画」の目標達成に向けて、１）当社グループの取り組みお

よび２）ステークホルダーと連携した取り組みを進めており、現在の具体的な取り組みは下記のとおりです。

（詳細は、以下リンク及び統合報告書2024をご参照ください。）

（URL）https://www.naa.jp/eco/04plan/index.html

　　　 https://www.naa.jp/eco/news/1201_23078.html

　　　 https://www.naa.jp/jp/issue/tougou_report/index.html

１）当社グループの取り組み

・航空灯火のＬＥＤ化

　2050年度100％ＬＥＤ化達成の目標を前倒しし、2030年度までの達成を目指すこととしました。（2024

年度末時点の航空灯火ＬＥＤ導入率は79％（エプロン照明含む））

・空港脱炭素化に向けた新エネルギー会社の設立

　当社と東京瓦斯株式会社は、株式会社Green Energy Frontierを設立し、2023年４月１日に事業を開始しまし

た。同社は、成田国際空港にエネルギー（電気・熱）の供給を行うとともに、空港の脱炭素化事業に取り組み

ます。新たなエネルギープラントの建設や空港では世界最大規模となるパネル容量180ＭＷｄｃの太陽光発電設

備の導入等、2050年までに1,000億円規模の投資を行い、約82,000ｔ／年のＣＯ２排出量削減を目指します。

・再エネ電力の購入

　2022年度より、当社本社ビル及び給油関連施設において当社初の再エネ電力を購入しており2024年度は購入

電力の８％が再エネ化され、NAA本社ビルや給油施設等のカーボンニュートラル化を行っております。

・太陽光発電システムの導入

　当社では1999年より第１旅客ターミナルビル等に太陽光発電システムを導入しています。2023年には第８貨

物ビルへ２ＭＷ規模の太陽光発電システムを整備しました。また、滑走路周辺の導入へ向けた太陽光パネル設

置に係る具体的検討を進めています。
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・車両の低公害化

　超急速充電器及び普通充電器を設置するとともに、次世代型バイオ燃料であるリニューアブルディーゼルの

活用を開始し、今後の空港全体への拡大へ向けた実証実験を進めています。

・伐採木の有効活用

　「成田空港の更なる機能強化」により伐採した樹木からウッドチップやたい肥を作成して無料配布するとと

もに、オリジナルグッズや什器を製作しています。

２）ステークホルダーと連携した取り組み

・国産ＳＡＦの導入

　成田国際空港では2020年より外国産ＳＡＦの受け入れを行っています。2022年９月には実証製造された国産

ＳＡＦが搬入され、国内で初めてハイドラントシステムにより航空機へ供給されました。

・ＳＡＦの利用促進

　国や様々なステークホルダーと連携し、成田国際空港におけるＳＡＦの利用促進に係る検討・協議を進めて

おり、2024年８月には、ＳＡＦの利用によって生じる間接的なＣＯ２排出量の削減効果（Scope３環境価値）を

取引する新たなスキームを構築するプロジェクトを当社含む７企業で実施しました。

・ＡＰＵ使用時間の規制

　駐機中の航空機からのＣＯ２排出量を削減するため、2023年３月には、航空機のＡＰＵ（Auxiliary Power 

Unit：補助動力装置）使用可能時間を出発予定時刻前「30分以内」から「15分以内」に短縮しました。

・車両の低公害化

　車両の多くはステークホルダーが所有しており、連携し、低公害化を実現していく必要があるため、2030年

度までの低公害化（燃料転換含む）目標を下記の通り定め、導入促進を図っています。

　ＧＳＥ（Ground Support Equipment：航空機地上支援車両）：30％

　フォークリフト：50％
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（長期目標）

2050年度目標

・ＮＡＡグループが排出するＣＯ２をネットゼロにします。

・成田空港から排出されるＣＯ２を2015年度比で50％削減します。

（中期目標）

2030年度目標

・ＮＡＡグループが排出するＣＯ２を2015年度比で50％削減します。

・成田空港から排出されるＣＯ２を2015年度比で発着回数１回あたり30％削減します。

・ＮＡＡの「ネクストアクション」を定めて、ＣＯ２削減を推進します。

・更なる機能強化における環境負荷低減の取り組みを推進します。

2050年度目標 成田空港の施設と車両から排出されるＣＯ２をカーボンニュートラル化します。

2030年度目標 成田空港の施設と車両から排出されるＣＯ２を2015年度の排出量の50％とします。

2015年度

（基準年度）
2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

当社グループのＣＯ２排出量
約15.6万

ｔ-ＣＯ２

約14.1万

ｔ-ＣＯ２

約12.2万

ｔ-ＣＯ２

約12.3万

ｔ-ＣＯ２

約12.5万

ｔ-ＣＯ２

空港全体のＣＯ２排出量

（空港施設及び空港車両の

ＣＯ２排出量）

約118万

ｔ-ＣＯ２

（約25万

ｔ-ＣＯ２）

約123万

ｔ-ＣＯ２

（約23万

ｔ-ＣＯ２）

約69万

ｔ-ＣＯ２

約82万

ｔ-ＣＯ２

約97万

ｔ-ＣＯ２

発着回数１回あたりの

ＣＯ２排出量

約5.04

ｔ-ＣＯ２

約4.76

ｔ-ＣＯ２

約4.99

ｔ-ＣＯ２

約4.60

ｔ-ＣＯ２

約4.41

ｔ-ＣＯ２

③リスク管理

　気候変動に関する主なリスクは、ＥＳＧ戦略のリスクに含めて管理しています。詳細については「（１）ＥＳＧ戦

略③リスク管理」をご参照ください。

④指標及び目標

　当社グループは「気候変動への取り組み」をさらに進めるため、2021年３月に「サステナブルＮＲＴ2050」と2023

年12月に「空港脱炭素化推進計画」を発表し、ＣＯ２排出量削減に関する中長期の数値目標を掲げました。それぞれ

の概要は以下の通りです。

■サステナブルＮＲＴ2050の概要

■成田国際空港脱炭素化推進計画の概要

　また、当社グループおよび空港全体のＣＯ２排出量推移は下記のとおりです。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2020年度以降における当社グループおよび空港全体のＣＯ２排出量は

低い数値となっています。

　なお、発着回数１回あたりのＣＯ２排出量については、新型コロナウイルス感染拡大の影響による発着回数の著し

い減少に伴い、2020年度、2021年度と増加したものの、2023年度は2019年度を下回る結果となりました。

(３)人的資本

①　戦略

　不確実で変化の激しい環境の中、成田国際空港が持続的に成長・発展していくためには、成田国際空港を設置、管

理、運営する当社が、変化に即応できる組織であることが不可欠です。当社では、成田国際空港の変化対応の原動力

を担うのは当社従業員一人ひとりであるとの認識のもと、従業員が安心していきいきと働くことの出来る環境を整え

るとともに、従業員のパフォーマンスを最大限に発揮できるよう成長を後押しすることで、安全・安心・安定な空港

運営と新規価値の創造の実現に積極的に取り組んでいます。

②　ワークライフバランスと柔軟な働き方

　会社が従業員の仕事とライフイベントの両立を支援し、多様な働き方を認めることで、一人ひとりの幸福度やパフ

ォーマンスの向上につながると考え、様々な施策に取り組んでいます。具体的な取り組みとして、テレワーク勤務の

導入、ノー残業デーの設定等を通じた時間外労働の削減、連続した休暇を取得する計画休暇制度などによる休暇取得

の促進、仕事と育児・介護の両立支援に向けた柔軟な就業形態や休暇・休業制度の整備等に積極的に取り組んでいま

す。また、多様性や包摂性のある社会の実現を後押しすべく、女性の活躍推進をはじめ、専門人材等の育成、経験や
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知識の高い高年齢者の活用、障がい者の雇用促進等に取り組んでいます。

③　能力・専門性の向上、多様性の確保

・採用

　当社の企業の持続的成長、地域との共生・共栄や空港の安全・安心・安定運用といった当社ならではの企業文化の

継承・人材育成の観点から、新卒採用を毎年継続的に実施しています。また、社内に新しい知識や視点をもたらすさ

まざまなスキルや経験をもった人材を獲得するため、キャリア採用も積極的に行っています。

　あわせて、将来における優秀な人材確保の観点から、２年連続で初任給を引き上げるとともに、全従業員のベース

アップを行い、エンゲージメントの向上につなげております。

・キャリア形成

　空港運営に必要となる幅広い知識や視野を身につけるとともに、社員が自身の適性を見極めるために、入社10年程

度の期間にさまざまな部署を経験するジョブローテーションを行っています。特定の業務領域においては、より高度

な専門知識を持った社員を計画的に育成するため、これまで社内公募により社員を選抜する専門コース制度を導入し

てまいりました。選抜された社員は専門コース業務及び関連する部署の業務を継続的に遂行することで、自ら希望す

る分野においてキャリアを積んでいくことが可能となっています。

　さらに、従業員のキャリア形成にあたっては、年に一度、従業員個人が自身の状況や過去の経験、今後のキャリア

形成についての考えを会社に申告する自己申告制度を導入しています。当該制度を通じ、従業員が能動的にキャリア

について考える機会を提供するとともに、適材適所の実現、キャリア開発の支援につなげていく狙いがあります。

・人材育成制度

　空港を取り巻く環境が大きく変化する中、当社は2030年のあるべき将来像として、「クリエイション」「サステナ

ビリティ」「レジリエンス」の実現を掲げており、社員一人ひとりに『リーダーシップ』『考動力』『業務専門性』

の３つを求めています。

リーダーシップ　：　空港全体のオペレーションを最適化するために当社がリーダーシップを発揮して施設計画から

オペレーションまでリードする必要があります。

考動力　：　これまでにない領域に踏み込むこととなるため、現場で起きていることに注視し、現場からの声に耳を

傾けながら、自らの頭で考え、積極的に行動する力が必要になります。

業務専門性　：　空港全体のオペレーションを最適化するためには、空港運営全体に関する専門性が求められるとと

もに、各部署における専門性も求められています。

　以上３つの力を養うための人材育成プログラムを運用しています。

　具体的には、経営人材の早期育成を念頭においた「リーダーシップ育成研修」、各階層に求められる能力や知識を

習得するための「階層別研修」、社員の主体的な学びを会社が支援する「自己啓発研修」、空港経営に関する専門性

を身に付けるための「海外/国内研修」等の各種プログラムにより、社員の能力開発・自己成長をサポートしていま

す。

　上記に加え、「キャリア開発研修」や、「女性社員座談会」・「キャリア採用者座談会」などによる社員同士での

意見交換を通じて、社員一人ひとりが自律的にキャリアを形成する支援を行っています。
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指標
2025年度

目標値

2024年度

実績

ワークライフバランスの推進

総労働時間 1,850時間以下 1,847.5時間

年次有給休暇取得率 80％以上 86.0％

メンタルヘルス対策／従業員

の健康保持・増進

高ストレス者割合 7％以下 7.5％

健康診断受診率 100％ 100%

④　健康経営の推進

　成田国際空港の持続的な成長・発展に向け、社員一人ひとりが心身ともに健康でいきいきとやりがいを感じながら

働き続けられるよう、前述のワークライフバランスの推進に加えて、身体の健康、心の健康の３つをテーマに健康経

営に取り組んでおります。

　特に身体・心の健康に関しては、さまざまな働きかけを通じて従業員が安心して健康維持に取り組める環境を整備

しており、健康診断受診率及びストレスチェック受検率は100%を達成しています。加えて、「健康チャレンジキャン

ペーン」等の各種施策の実施により、健康経営推進の取り組みを浸透させ、従業員の健康経営への意識向上に努めて

います。

　こうした健康経営の取り組みが評価され、「健康経営優良法人2025（大規模法人部門）」の認定を受けました。

2023年度、2024年度に続き、３年連続の認定です。

　さらに、グループ会社への施策展開や、健康経営優良法人認定取得に向けた支援を通じて、ＮＡＡグループ一体と

しての健康経営を一層推進していきます。

⑤　指標及び目標

　各指標の目標値及び2024年度の実績は下表のとおりです。今後も働きやすい職場環境づくりと従業員の健康

維持・増進のため、さまざまな取り組みを進めていきます。

※人的資本開示については、当社グループにおける主要な事業を営む当社の戦略、指標及び目標を記載しています。
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リスク リスクの説明 主要な取り組み

（１）自然災害

　地震、台風、強風、大雪等の大規模な自

然災害が発生した場合は、安全性及び社会

的影響度の観点から、当社グループの経営

に大きな影響を及ぼす可能性があります。

・空港関連事業者が連携して対応を行うための

「成田国際空港ＢＣＰ」の策定及びブラッシュア

ップ

・自然災害を想定した訓練の実施

・交通アクセスも含めた空港全体で機能確保を行

うための体制構築

・滞留者シミュレーション等に基づいた着陸制限

の実施等、根本的な滞留者抑制対策

・定期的な点検・補修工事、整備工事等の実施

・重要施設の電源喪失時における予備発電設備の

長時間運用

（２）感染症

　世界的に大規模な感染症が蔓延した場合

は、安全性、社会的影響度、財務の全ての

観点から、当社グループの経営に大きな影

響を及ぼす可能性があります。

・関係省庁や空港関係事業者等との積極的な連携

による、政府、国際機関（ＩＣＡＯ、ＩＡＴＡ、

ＡＣＩ等）のガイドラインに沿った感染防止策の

徹底

３【事業等のリスク】

当社グループは、企業として想定される全リスクを対象に毎期リスクマネジメント調査を実施しております。

調査により洗い出されたリスクは、「影響度」及び「発生頻度／蓋然性」の二つの評価軸を用いてリスク量の評価

を行っており、「影響度」については、「安全性」、「社会的影響度」、「財務」の観点から評価を行っておりま

す。

リスク量評価後は、取締役会にて特に重点的に対策をとるべき「重要リスク」を選定し、対策を定め、対処してお

ります。

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、「リスクの説明」欄において、可能性や規模に関する記載がないリスクについては、その特性上可能性や規

模の具体的な見積りが困難であります。

また、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、今後

の社会経済情勢等の諸条件により変更されることがあります。

≪１．事故・災害等リスク≫
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（３）航空機事

故・テロリズム

　航空機事故やテロが発生した場合は、安

全性及び社会的影響度の観点から、当社グ

ループの経営に大きな影響を及ぼす可能性

があります。

　また、航空機事故やテロが、当社グルー

プの施設又は運用の管理不備等に起因する

場合は、財務の観点からも大きな影響を及

ぼす可能性があります。

・安全に直結する部門の24時間体制運用

・空港関連事業者を含めた「航空機事故消火救難

総合訓練」・「航行不能航空機の撤去訓練」の実

施

・関係機関との既存の協定や活動の見直しによる

航空機災害対応力の強化

・航空会社による「落下物防止対策基準」の遵守

に向けた働きかけや定期的な機体チェック等の実

施

・ＣＴ機等先進的機器の導入による航空保安検査

体制の強化

・空港内従業員に対するテロ防止に係る意識の醸

成及び空港関連事業者を含めた「テロ対策訓練」

の実施

・ドローン検知システム等による警備体制の強化

や関係機関と連携した綿密で迅速な対応

・空港管理者賠償責任保険の付保

（４）サイバー

リスク

　成田国際空港の運用を担うシステムの停

止等により空港機能が停止した場合は、社

会的影響度の観点から、当社グループの経

営に大きな影響を及ぼす可能性がありま

す。

・システムのウイルス感染対策・不正侵入対策の

適切な実施

・空港運用上の重要システムに対するサイバー攻

撃のシナリオを想定した訓練の実施

（５）施設不具

合リスク

　成田国際空港内の各施設については日頃

から適切な維持管理に努めていますが、老

朽化の進行や管理・点検不備により、人的

被害が発生または空港機能が停止した場合

は、安全性及び社会的影響度の観点から、

当社グループの経営に大きな影響を及ぼす

可能性があります。

・各種施設の定期点検・保守点検・設備更新工事

等の実施

・事案発生時対応マニュアルや点検手順マニュア

ル等の継続的な見直し

・異常時を想定した各種訓練の実施・強化及び参

加、並びに復旧に係る協力会社との連携強化
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リスク リスクの説明 主要な取り組み

（１）経営環境

の変化

　国際紛争、国際経済情勢の不安定化、主

要な航空会社の経営悪化・戦略変更・供給

力の低下につながる事象等が生じた場合、

航空需要の変動により財務の観点から、当

社グループの経営に大きな影響を及ぼす可

能性があります。

・内外の市場ニーズを迅速・的確に把握し対応す

るためのマーケティング機能の充実・強化

・特定の国や地域にネットワークが偏ることのな

い、バランスの取れた豊富な国際線ネットワーク

や、収益基盤の安定化にも繋がる国内線、貨物路

線の維持・拡大

・収益多角化に向けた海外・グループ事業の開拓

（２）成田空港

の更なる機能強

化

　2020年１月に国から航空法に基づく変更

許可を頂いた施設整備について、成田国際

空港の競争力強化のみならず、我が国及び

首都圏の国際競争力強化、観光先進国の実

現、地域の発展のためにも必要となること

から、関係者のご協力を頂きながら早期実

現に向けた手続き等を進めて参りますが、

用地取得、代替地整備、施工に際しての対

外協議の難航等により、更なる機能強化の

進捗に停滞が生じた場合は、社会的影響

度、財務の観点から、当社グループの経営

に大きな影響を及ぼす可能性があります。

・四者協議会（国、千葉県、空港周辺９市町、当

社）の確認書に基づく合意事項の着実な実施等共

生・共栄策の積極的な推進

・用地取得並びに代替地整備及び譲渡の着実な実

施

・用地確保の加速に向けて、国と連携した当社の

体制強化及び地元自治体との連携体制構築

・工事工程へ影響を及ぼさないよう、関係機関と

連携しながら現地調査・設計・準備工事・本格工

事を着実に実施

・工事監督における着実な進捗管理の実施

（３）人材確保

　我が国では、少子高齢化社会の進展によ

る労働力確保が課題となる中、特に航空業

界においては航空機の安全性に関する技能

資格や高い専門性・経験等が求められる業

種も多いことから、人材確保が大きな課題

となっております。成田国際空港において

は更なる機能強化による発着容量拡大を進

めることとしておりますが、今後、空港で

事業を行う各社において、必要な人員体制

を適切な時期に確保できない場合には、社

会的影響度、財務の観点から、当社グルー

プの経営に大きな影響を及ぼす可能性が高

いと想定しております。

・就労環境・住居環境の改善等による職場として

の魅力向上の推進

・空港内雇用相談窓口「ナリタＪＯＢポート」を

活用した空港での就労相談・職業紹介等

・特定技能等の活用を含めた外国人材の確保

・合同企業説明会や空港見学会の開催による空港

内事業者の新規採用活動支援

・ＤＸ活用による省人化・省力化

・航空専門学校等の入学者数増加に向けたサポー

ト

・将来的に就業が見込まれる世代に対する、空港

内の職場見学会や航空教育の実施

≪２．戦略・財務・業務リスク≫
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（４）資金調達

コスト

　当社グループは、設備投資額等が大きく

多額の資金調達を必要としており、社債及

び借入金を中心に調達しております。

　今後の金利変動や格付けの変更により調

達金利が変動する場合、又は事故・災害等

により急遽多額の資金需要が発生する場合

は、資金調達コストが上昇し、財務の観点

から、当社グループの経営に影響を及ぼす

可能性があります。

・国からの財政融資資金及び無利子借入金の借入

による更なる機能強化に係る財源の安定確保

・コストコントロール・設備投資適正化等による

資金調達の抑制

・格付会社への適時適切な情報開示

（５）訴訟

　当社グループは、事業活動を展開してい

く中で、第三者から訴訟の提訴等を受ける

可能性があり、当社グループに不利な結果

が生じた場合、社会的影響度及び財務の観

点から、当社グループの経営に大きな影響

を及ぼす可能性があります。

　なお、現在、当社グループが係争中の主

な訴訟事件として、2010年12月31日に千葉

地方裁判所に提起された空港建設に反対す

る空港周辺住民らによる成田国際空港のB

滑走路及び西側誘導路等の使用差し止めを

求める訴訟、2022年８月３日に千葉地方裁

判所に提起された空港建設に反対する空港

周辺住民らによる成田国際空港の更なる機

能強化の工事差し止めを求める訴訟及び

2023年３月31日に千葉地方裁判所に提起さ

れた空港周辺住民による夜間の航空機の飛

行差し止め及び損害賠償の支払い等を求め

る訴訟があります。

・弁護士や監督官庁等への相談等的確な対応

（６）気候変動

　気候変動への対応は社会的な最重要課題

の一つとなっており、航空業界においても

脱炭素化が強く求められております。

　当社グループは、成田国際空港における

環境負荷低減に向けて「サステナブルＮＲ

Ｔ2050」を掲げ、脱炭素化をはじめとした

持続可能な社会の実現に向けた取り組みを

進めておりますが、今後の航空業界に対す

る規制の動向によっては、財務の観点か

ら、当社グループの経営に大きな影響を及

ぼす可能性があります。

・「サステナブルＮＲＴ2050」の目標達成に向け

た各種施策の推進

・国や外部機関と十分に連携し、技術や施策の動

向等を把握

・政府目標を踏まえた「サステナブルＮＲＴ

2050」のレベルアップ
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≪３．事業に関する法的規制リスク≫

　当社グループは法令・規制等様々な法的規制を受けていることから、各種法的規制の順守に努めております。

　特に、当社グループの経営に大きな影響を及ぼす重要な法的規制は以下のとおりです。

(1) 成田国際空港株式会社法

①　経緯

　政府の行政改革方針に基づき、当社の前身である新東京国際空港公団（以下「公団」という。）は、2002年12月

17日に閣議決定された「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革について」において、完全民営化

に向けて、2004年度に全額政府出資の特殊会社にすることとされました。

　この計画の決定を受け、成田国際空港株式会社法案が第156回国会に提出され、2003年７月11日に成立し、同18

日に公布・施行されました。これにより、2004年４月１日、全額政府出資の特殊会社として成田国際空港株式会社

が設立されました。

②　制定の目的等　※（　）内は、該当条項

　当社の設立について定めるとともに、その目的（第１条）、事業（第５条）に関する事項等について規定してい

ます。当社は全額政府出資の特殊会社として設立され、成田国際空港株式会社法（以下「成田会社法」という。）

により政府による一定の規制を受けておりますが、将来の完全民営化を前提としており、経営の一層の効率化、利

用者利便性の向上を図るため、事業運営の自由度が高まり、新規事業への進出が容易となりました。

　当社が成田国際空港の運営を継続し、整備を進めるためには、これまで公団が行ってきた空港周辺地域における

環境対策・共生策の適切かつ確実な実施が必要であることから、これを事業として規定（第５条第１項第４・５

号）するとともに、その適切かつ確実な実施を義務づけております（第６条）。

③　概要

(ア)国土交通大臣による認可を必要とする事項

ａ　会社の目的を達成するために必要な事業の認可（第５条第２項）

　成田国際空港の施設の建設・管理や成田国際空港内での店舗運営など、成田会社法に列挙された事業以外の

事業を行おうとするときは、あらかじめ国土交通大臣の認可を受けなければならない。

ｂ　発行する株式、募集新株予約権若しくは募集社債を引き受ける者の募集、株式交換に際する株式、社債若し

くは新株予約権の発行、弁済期限が１年を超える資金借入の認可（第９条）

　会社法第199条第１項に規定するその発行する株式、同法第238条第１項に規定する募集新株予約権、若しく

は、同法第676条に規定する募集社債（社債、株式等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債を

除く。）を引き受ける者の募集をし、株式交換に際して株式、社債（社債、株式等の振替に関する法律第66条

第１号に規定する短期社債を除く。）若しくは新株予約権を発行し、又は弁済期限が１年を超える資金を借り

入れようとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければならない。

ｃ　代表取締役等の選定等の決議の認可（第10条）

　代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役の選任及び解任又は監査委員の選定及び解職の決議

は、国土交通大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。

ｄ　事業計画の認可（第11条）

　毎事業年度の開始前に、国土交通省令で定めるところにより、当該事業年度の事業計画を国土交通大臣に提

出して、その認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

ｅ　重要な財産の譲渡等の認可（第12条）

　国土交通省令で定める重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、国土交通大臣の認可を受け

なければならない。

ｆ　定款の変更等の認可（第13条）

　定款の変更、剰余金の配当その他の剰余金の処分、合併、分割及び解散の決議は、国土交通大臣の認可を受

けなければ、その効力を生じない。

(イ)その他の規制事項

ａ　国土交通大臣が定める基本計画への適合（第３条）

　成田国際空港及び成田国際空港における航空機の離陸又は着陸の安全を確保するために必要な航空法第２条

第５項に規定する航空保安施設の設置及び管理は、国土交通大臣が定める基本計画に適合するものでなければ

ならない。

ｂ　財務諸表の提出（第14条）

　毎事業年度終了後３月以内に、その事業年度の貸借対照表、損益計算書及び事業報告書を国土交通大臣に提

出しなければならない。
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ｃ　国土交通大臣の監督・命令権限等（第15・16条）

　国土交通大臣は、成田会社法の定めるところに従い当社を監督し、業務に関し監督上必要な命令をすること

ができるとともに、成田会社法を施行するために必要があると認めるときは、当社に対する報告の指示及び検

査をすることができる。

(ウ)政府の財政支援

ａ　資金の貸付け（第８条）

　成田国際空港は日本の社会経済活動を支える国際拠点空港としての公共性を有することから、成田国際空港

が空港の機能に関わる基本的な施設の大規模な機能拡充及び大規模な災害を被った場合の復旧事業などに対し

ては政府が財政支援を行うことも必要となり得るという趣旨から、政府は、予算の範囲内において、当社に対

し、空港の基本的な施設（滑走路等）並びに航空保安施設の設置及び管理事業に要する経費に充てる資金を無

利子で貸付けることができる。

ｂ　政府の出資（附則第14条）

　上記ａと同一の趣旨から、政府は、将来の完全民営化を目指す当社が経営基盤を確立するまでの当分の間、

必要があると認めるときは、予算の範囲内において、当社に出資することができる。

ｃ　債務保証（附則第15条）

　政府は、将来の完全民営化を目指す当社が経営基盤を確立するまでの当分の間、国会の議決を経た金額の範

囲内において、当社が空港機能を確保するために必要な事業に要する経費に充てるために発行する社債に係る

債務について、保証契約をすることができる。

(エ)特例措置

ａ　一般担保（第７条）

　社債権者は、当社の財産について、民法の規定による一般の先取特権に次いで優先弁済を受けることができ

る。

(オ)権利義務の承継等

ａ　権利義務の承継（附則第12条第１項）

　本規定に基づき、公団は、当社の成立の時（2004年４月１日）において解散し、その一切の権利及び義務

は、その時において当社が承継している。

(2) その他事業に係る法律関連事項

　成田国際空港は、航空法や空港法などの法律の規制の適用を受けています。

当社が、空港等又は航空保安施設の設置（航空法第38条）・変更（同第43条）等を行う際には国土交通大臣の許可

を受けなければなりません。また、空港供用規程の制定又は変更を行う際には国土交通大臣に届け出なければなら

ず、国土交通大臣は、その内容が不適合と認めたときには変更命令を行うことができるとされています（空港法第12

条）。また、空港の保安を確保するために遵守すべき事項を定めた空港機能管理規程を国土交通大臣に届け出なけれ

ばならず、国土交通大臣は、その内容が不適合と認めたときは変更命令を行うことができるとされています（航空法

第47条の２）。

当社が、着陸料などの空港使用料金を定めようとするときは、あらかじめ、国土交通大臣に届け出なければならな

いこととされ、国土交通大臣は、届け出られた料金が、特定の利用者に対し、不当な差別的取り扱いをするものであ

るとき又は社会的経済的事情に照らして著しく不適切であり、利用者が当該空港を利用することを著しく困難にする

おそれがあるものであるときには、変更命令を行うことができるとされております（空港法第13条）。

また、当社が航空燃料輸送のために行っている千葉港と成田国際空港間の石油パイプライン事業については、主務

大臣（経済産業大臣・国土交通大臣）の許可を受けなければならない（石油パイプライン事業法第５条）とともに、

石油輸送に関する料金その他の条件について石油輸送規程を定めるとき又は変更するときは、主務大臣の認可を受け

なければならないこととされております（同第20条）。

なお、当社は上述の成田会社法、航空法、空港法、石油パイプライン事業法のほかにも「公共用飛行場周辺におけ

る航空機騒音による障害の防止等に関する法律」「特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法」などの法律の規制の適

用を受けております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１ 経営成績等の状況の概要

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

　当連結会計年度末における資産合計は1,410,914百万円、負債合計は1,130,657百万円、純資産合計は280,257百

万円となりました。

　資産は、前連結会計年度末比13.6％増の1,410,914百万円となりました。流動資産は有価証券の増加等により、

前連結会計年度末比32.3％増の474,199百万円、固定資産は「更なる機能強化」事業の推進に伴う、固定資産の取

得等により、前連結会計年度末比6.0％増の936,714百万円となりました。

　負債は、前連結会計年度末比13.9％増の1,130,657百万円となりました。流動負債は、社債の減少等により、前

連結会計年度末比2.4％減の113,258百万円となりました。固定負債は、長期借入金の増加等により、前連結会計年

度末比16.1％増の1,017,398百万円となりました。なお、長期借入金残高（１年内返済を含む）は600,950百万円と

なり、社債残高（１年内償還を含む）429,600百万円と合わせた長期債務残高は前連結会計年度末比14.7％増の

1,030,550百万円となりました。

　株主資本は、前連結会計年度末比14.8％増の272,767百万円となりました。これは親会社株主に帰属する当期純

利益が35,144百万円計上されたことによるものです。当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末の

19.4％から0.1ポイント減少し19.3％となりました。

　非支配株主持分は、前連結会計年度末比1.5％増の8,450百万円となり、その他の包括利益累計額を含めた純資産

は前連結会計年度末比12.4％増の280,257百万円となりました。

②経営成績の状況

　コロナ禍を経て、航空旅客需要は回復から成長ステージへと移行しており、航空旅客数は2019年度以来５期ぶり

に4,000万人を突破し、特に、国際線外国人旅客数は開港以来初めて2,000万人を超え、最高値を更新しました。ま

た、前期はやや低調であった国際航空貨物量は、2024年4月以降、前年同月を12カ月連続で上回り、好調に推移し

ています。

　当連結会計年度における経営成績は、コロナ禍後の正常化に向かう動きに伴い、国際線旅客便発着回数及び国際

線旅客数が増加したことから、空港使用料収入、旅客施設使用料収入ともに増収となりました。加えて、円安傾向

が続いたことから、子会社が運営する直営店舗の物販・飲食収入、一般テナントからの構内営業料収入についても

増収となり、全体として、営業収益は前期比21.6％増の263,773百万円、営業利益は前期比226.1%増の42,293百万

円、経常利益は前期比278.5％増の40,454百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比249.3%増の35,144百

万円となりました。

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

（空港運営事業）

空港運営事業では、コロナ禍後の正常化に向かう動きに伴い、国際線旅客便発着回数及び国際線旅客数が前年

度を大幅に上回ったことから、空港使用料収入は前期比12.8％増の35,165百万円、給油施設使用料収入は6.8％増

の12,518百万円、旅客施設使用料収入は31.9％増の45,196百万円となりました。

以上の結果、営業収益は前期比18.8％増の107,294百万円、営業損失は9,154百万円（前期は25,935百万円）と

なりました。

（リテール事業）

リテール事業では、コロナ禍後の正常化に向かう動きに伴い、国際線旅客数が前年度を大幅に上回ったことに

加え、円安傾向が続いたことから、子会社が運営する直営店舗の物販・飲食収入は前期比28.4％増の94,846百万

円、一般テナントからの構内営業料収入は前期比32.4％増の12,879百万円となりました。

以上の結果、営業収益は前期比29.7％増の123,576百万円、営業利益は前期比48.6％増の40,564百万円となりま

した。
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（施設貸付事業）

施設貸付事業では、第8貨物ビル供用開始等により、土地建物等貸付料収入は前期比5.2％増の22,572百万円と

なりました。

以上の結果、営業収益は前期比5.5％増の29,907百万円、営業利益は前期比6.1％減の10,347百万円となりまし

た。

（鉄道事業）

鉄道事業では、営業収益は前期比0.2％増の2,994百万円、営業利益は前期比6.6％減の661百万円となりまし

た。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比191,468百万円増の278,837百万円となり

ました。フリー・キャッシュ・フローは、前期に比べ109,910百万円改善の59,739百万円のキャッシュ・インとな

りました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が増加したこと等により、前期比5,707百万円

増の67,878百万円のキャッシュ・インとなりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出の増加があったものの、定期預金の預入によ

る支出の減少等により、キャッシュ・アウトは前期比104,203百万円減の8,138百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入等により、前期は39,542百万円のキャッシュ・ア

ウトであったのに対し、131,726百万円のキャッシュ・インとなりました。
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セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

前年同期比（％）

空港運営事業　（百万円） 107,294 （ 40.7％） 118.8

リテール事業　（百万円） 123,576 （ 46.9％） 129.7

施設貸付事業　（百万円） 29,907 （ 11.3％） 105.5

鉄道事業　（百万円） 2,994 （  1.1％） 100.2

合計　（百万円） 263,773 （100.0％） 121.6

区分
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

前年同期比（％）

空港使用料収入　（百万円） 35,165 （ 32.8％） 112.8

旅客施設使用料収入　（百万円） 45,196 （ 42.1％） 131.9

給油施設使用料収入　（百万円） 12,518 （ 11.7％） 106.8

その他収入　（百万円） 14,413 （ 13.4％） 109.3

合計　（百万円） 107,294 （100.0％） 118.8

区分
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

前年同期比（％）

物販・飲食収入　（百万円） 94,846 （ 76.8％） 128.4

構内営業料収入　（百万円） 12,879 （ 10.4％） 132.4

その他収入　（百万円） 15,850 （ 12.8％） 136.0

合計　（百万円） 123,576 （100.0％） 129.7

区分
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

前年同期比（％）

土地建物等貸付料収入　（百万円） 22,572 （ 75.5％） 105.2

その他収入　（百万円） 7,335 （ 24.5％） 106.7

合計　（百万円） 29,907 （100.0％） 105.5

２ 生産、受注及び販売の実績

(1) 当社グループにおいては、空港運営事業、リテール事業、施設貸付事業及び鉄道事業を行っておりますが、生産　

及び受注については該当事項はありません。

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

空港運営事業

リテール事業

施設貸付事業

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

          ２．（　）には構成比を記載しております。
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区分
当連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

前年同期比（％）

航空機発着回数（回） 245,529 111.7

　国際線 195,695 116.0

　国内線 49,834 97.5

航空旅客数（千人） 40,774 115.6

　国際線 33,375 121.6

　（うち日本人） ( 8,282) (122.1)

　（うち外国人） (22,734) (127.1)

　（うち通過客） ( 2,359) ( 85.1)

　国内線 7,398 94.7

国際航空貨物量（千t） 1,969 106.7

　積　込 908 108.4

　取　卸 1,061 105.3

給油量（千kl） 3,392 106.8

（参考情報）

成田国際空港運用状況
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３ 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

文中の将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、その達成を保証するもので

はありません。

(1) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(１) 連結財務諸表　注記事項(重要な会計上の見積り)」に記載の

とおりであります。

(2) 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループは、2022～2024年度の３ヶ年中期経営計画「Restart NRT」の最終年度として、同計画に掲げる諸施

策に積極的に取り組んでまいりました。

同計画におけるコロナ禍からの需要回復に向けては、人手不足や航空燃料供給不足等、供給制約への対応に関係

者と連携して取り組んでまいりました。

人手不足への対応については、2024年３月に社内に設置した「空港人材対策本部」のもと、雇用促進、空港従業

員の食事・休憩環境の改善等の職場環境改善、イノベーション推進による空港業務の自動化・省力化等、空港管理

者として関係機関との連携を深めながら、主体的に取り組んでおります。

航空燃料供給不足への対応については、国が主導する「航空燃料供給不足への対応に向けた官民タスクフォー

ス」において対策が議論される中、当社では関係者と協力し、輸入燃料の受入れ拡大を進めております。

上記に加え、基盤強化に向けた施策として掲げた無駄なく柔軟なコスト構造への改革や、創造的な業務や変革的

な業務に積極的に取り組んでいくための業務改革の推進については、経営陣自らがプロジェクトを統括し、重点的

に推進しております。

基盤強化に向けた施策と併せて、新時代の成田国際空港に向けて新たな提供価値を創造していくための取り組み

も積極的に進めてまいりました。

成田国際空港の「更なる機能強化」事業については、2028年度末のＣ滑走路新設、Ｂ滑走路延伸に向け、用地買

収を進めるとともに、東関東自動車道の地下道化工事等各種準備工事を進めてまいりましたが、事業採択後５年が

経過したことから、国土交通省所管公共事業の再評価実施要領に基づく事業再評価を行いました。その結果、国土

交通省より、我が国全体の航空輸送上極めて重要な事業であり、事業費の増加を踏まえても経済効果が十分である

ことに加え、積極的な環境保全や地域振興に貢献するものとして、事業を継続することが妥当であるという理由で

事業継続の対応方針が出されました。このような状況の中、本格工事の準備が整ったことから、2025年５月に本格

着工する旨、同年４月４日に国土交通大臣に報告を行い、同年５月25日には着工式を執り行う等、着実に事業を進

めております。

さらに、インバウンドの増加を背景とした航空需要の拡大を取り込むため、成田国際空港の処理能力を最大限に

活かすべく、2025年10月末より年間発着枠34万回で運用することについて、2025年１月の「成田空港に関する四者

協議会」において関係者間で確認しました。

また、成田国際空港の「更なる機能強化」事業の推進とあわせて、旅客ターミナルの再構築、航空物流機能の高

度化、空港アクセスの改善、地域との一体的な発展等に関する成田国際空港の将来像を検討するため、2022年10月

に、学識経験者、国、県、地元市町で構成する「『新しい成田空港』構想検討会」が設置され、2024年６月までに

計９回会議が開催されました。その成果として、「『新しい成田空港』構想とりまとめ2.0」が取りまとめられ、

2024年７月に当社から国土交通省航空局長に報告しました。その後、国土交通省においてターミナルビル等の空港

施設整備や鉄道アクセスといった、今後の成田国際空港の施設面での機能強化について、学識経験者や航空・鉄道

事業者等からなる「今後の成田空港施設の機能強化に関する検討会」が立ち上げられ、2024年９月に第１回検討

会、2025年３月に第２回検討会が開催され、引き続き議論が進められております。

なお、『新しい成田空港』構想に掲げるエアポートシティの推進に向けては、2025年１月の「成田空港に関する

四者協議会」において推進主体の開設について合意し、同年４月１日に、千葉県と当社から専従職員を出し合い、

「ＮＲＴエリアデザインセンター」を開設しました。今後、産官民連携の上でプロジェクトの具体化に向けた本格

検討を進めてまいります。

お客様に選ばれる空港づくりについては、SKYTRAX社が実施する空港格付評価「WORLD AIRPORT STAR RATING」の
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５スター評価を２年連続で獲得しました。2024年２月に大幅リニューアルしたウェブサイト等の案内機能の改善、

年間を通した日本文化紹介イベントの実施、ユニバーサルデザインのトイレ設備や空港スタッフのプロフェッショ

ナルな対応等が高く評価されたものと受け止めております。

魅力的な商空間の創出については、2024年10月に、第２ターミナル本館３階（出国手続き後エリア）にフランス

を代表する高級ラグジュアリーブランドである「DIOR」、同年11月には、第１ターミナル中央ビル新館３階（出国

手続き後エリア）に、高額酒や希少酒に特化した「THE LIQUOR NARITA AIRPORT」をオープンする等、ご利用頂くお

客様により上質な体験価値をご提供するための取り組みを行っております。

国際航空貨物需要の更なる取り込みに向けては、貨物施設の分散や狭隘化の対策として、新たな貨物上屋「第８

貨物ビル」を2024年７月に竣工しました。なお、同施設及び隣接する第７貨物ビルに全日本空輸株式会社の航空貨

物取扱機能を集約させ、輸出については10月21日に、輸入については11月１日に供用を開始しました。

サステナビリティ経営の実現に向けては、ＣＯ₂排出量削減に関する中長期目標「サステナブルＮＲＴ2050」に掲

げる諸施策を推進しておりますが、再生可能エネルギー導入計画を踏まえて、2024年12月に「サステナブルＮＲＴ

2050」の中期目標である2030年度のＮＡＡグループが排出するＣＯ₂を2015年度比で30％削減から50％削減へ引き上

げました。

2025年１月には、空港カーボン認証（Airport Carbon Accreditation）プログラムにおいて、空港内での大規模

な太陽光発電の導入や、空港車両の脱炭素化に向けた軽油の代替燃料であるリニューアブルディーゼルの導入拡

大、電気自動車の導入促進等脱炭素化に向けた取り組みが世界的に評価され、空港カーボン認証レベル４を取得し

ました。

また、持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の利用促進プロジェクトとして、2024年８月より航空燃料供給事業者、航

空会社及びフォワーダー等の関係企業と、航空利用者の間接的なＣＯ₂排出量を削減するためのScope３環境価値取

引の実証試験を実施しております。

顧客志向・脱自前主義でのイノベーションの推進に向けては、他企業やスタートアップ企業とのオープンイノベ

ーションや連携を推進しております。また、海外との連携も積極的に進めており、空港におけるイノベーションを

推進する海外の空港運営事業者のアライアンスである「Airports for Innovation(Ａ４Ｉ)」や「International 

Aviation LAB (ＩＡＬ)」に加入し、空港運用に関するイノベーションを推進しております。

こうした状況下、当連結会計年度における航空機発着回数は、前期比11.7％増の245,529回、航空旅客数は前期比

15.6％増の40,774千人となりました。国際航空貨物量は前期比6.7％増の1,969千t、給油量は前期比6.8％増の3,392

千klとなりました。

以上の結果、当連結会計年度における業績は、営業収益は前期比21.6％増の263,773百万円、営業利益は前期比

226.1％増の42,293百万円、経常利益は前期比278.5％増の40,454百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期

比249.3％増の35,144百万円となりました。

(3) 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況」の「３　事業等のリス

ク」に記載しております。

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については、「４　経営者による財政状態、経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況の分析」の「１　経営成績等の状況の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとお

りです。

なお、当社グループの今後の資金需要において、主なものは空港運営事業等に係る設備投資であり、「第３　設

備の状況」の「３　設備の新設、除却等の計画」に記載しております。
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指標 2027年度（目標） 2024年度（実績）

連結営業利益 470億円以上 422億円

連結長期債務残高 1兆800億円以下 1兆305億円

連結長期債務残高／連結営業キャッシュ・フロー倍率 16倍以下 15.2倍

連結自己資本比率 20％以上 19.3％

(5) 経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等の達成・進捗状況

当社グループは、資産規模が大きいことから、営業活動により生み出される営業キャッシュ・フローと、設備投

資による投資キャッシュ・フローのバランスに配慮のうえ、中長期的な視点から必要な成長投資は着実に推進し、

財務健全性と成長の両立を図ることとしております。

こうしたことから中期経営計画（2025～2027年度）においては、連結営業利益、連結長期債務残高、連結長期債

務残高／連結営業キャッシュ・フロー倍率、連結自己資本比率を重要な指標として位置付けております。

2027年度末時点の各指標の目標値と当連結会計年度の状況は以下の通りであり、引き続きこれらの指標の改善に

邁進して行く所存です。

５【重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において、空港運営事業を中心に全体で90,576百万円の設備投資を実施しまし

た。主な設備投資の内容は次のとおりであります。

空港運営事業においては、空港容量拡大に向けた誘導路及びエプロン整備等の実施により、設備投資額は65,089百

万円となりました。

リテール事業、施設貸付事業、鉄道事業においては、経常的な整備工事等により設備投資額は各々3,220百万円、

22,078百万円、21百万円となりました。

当連結会計年度完成の主要な設備としては、第８貨物ビルがあります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

2025年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

リース
資産

その他 合計

成田国際空港

（千葉県成田市）

空港運営事業、

リテール事業、

施設貸付事業及

び鉄道事業

空港施設 299,121 23,246
438,310

(28,591)
69 13,910 774,658

827

(178)

東京事務所

（東京都千代田区）

空港運営事業、

リテール事業、

施設貸付事業及

び鉄道事業

事務所 8 － － － 4 13
3

(3)

千葉港頭事務所

（千葉県千葉市美浜区）
空港運営事業 給油施設 4,433 1,853

10,856

(90)
－ 444 17,588

14

(6)

四街道事務所

（千葉県四街道市）
空港運営事業 給油施設 409 222

1,760

(18)
－ 113 2,505

5

(5)

パイプライン

（千葉県千葉市美浜区他)
空港運営事業 給油施設 10,600 5,564

3,092

(106)
－ 16 19,273

-

(-)

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品と無形固定資産（リース資産を除く）であります。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間平均人員を外数で記載しております。

３．成田国際空港には、本社及び騒音対策用地等を含んでおります。なお、主な設備の概要は以下のとおりで

あります。

①空港運営事業

ア　空港基本施設

Ａ滑走路　　　　　　　長さ　4,000ｍ　×　幅　60ｍ

Ｂ滑走路　　　　　　　長さ　2,500ｍ　×　幅　60ｍ

誘導路　　　　　　　　長さ 29,000ｍ　×　幅　30ｍ (一部23ｍ、25ｍ)

エプロン　　　　　　　面積　2,616千㎡

イ　旅客ターミナル施設

第１旅客ターミナルビル（地上６階、地下２階）

供用開始　　　　1978年５月

供用床面積　　　約464千㎡

第２旅客ターミナルビル（地上６階、地下１階）

供用開始　　　　1992年12月

供用床面積　　　約396千㎡
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2025年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱ＮＡＡリテイ

リング

成田国際空港

(千葉県成田市)
リテール事業

事務所・店

舗設備
11,693 －

－

(－)
－ 9,201 20,894

724

(429)

成田高速鉄道ア

クセス㈱

成田新高速鉄

道(千葉県成田

市他)

鉄道事業
成田新高速

鉄道施設
27,389 1,729

1,392

(95)
－ 18,629 49,141

5

(4)

第３旅客ターミナルビル（地上４階）

供用開始　　　　2015年４月

供用床面積　　　約110千㎡

ビジネスジェット専用ターミナル

供用開始　　　　2012年３月

供用床面積　　　約560㎡

※　旅客ターミナル施設のうち、店舗の貸付等に係る部分はリテール事業、事務室の貸付等に係る部分は施設

貸付事業に区分しております。

ウ　給油施設

千葉港頭石油ターミナル（タンク容量：約104,000kl）で揚油された航空燃料を約47kmの石油パイプライ

ンで空港へ送油し、第１給油センター（タンク容量：約144,000kl）及び第２給油センター（タンク容量：

約48,000kl）からハイドラント設備を経由して、航空機まで届けております。

エ　供給施設

上下水道施設

中央冷暖房施設

電力受配電施設

※　供給施設のうち、店舗の貸付等に係る部分はリテール事業、事務室の貸付等に係る部分は施設貸付事業、

鉄道施設の貸付等に係る部分は鉄道事業に区分しております。

②リテール事業

ア　旅客ターミナル施設は、「①空港運営事業」に含めて記載しております。

イ　供給施設は、「①空港運営事業」に含めて記載しております。

③施設貸付事業

ア　旅客ターミナル施設は、「①空港運営事業」に含めて記載しております。

イ　貨物ターミナル施設

供用床面積　　　約340千㎡

※　供用床面積は、第１～第８貨物ビル、日航貨物ビル、輸入共同上屋ビル他貨物施設の供用床面積の合計値

であります。

ウ　供給施設は、「①空港運営事業」に含めて記載しております。

エ　駐車場

収容台数（大型車191台　普通車11,825台）

(2) 国内子会社

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品と無形固定資産であります。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。
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会社名
事業所名

所在地
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力等

総額
（百万
円）

既支払額
（百万
円）

着手 完了

成田国際空港㈱

成田国際空港
千葉県成田市 空港運営事業

A滑走路北側誘導

路（ホールディ

ングベイ）整備

6,033 3,130
社債、借入金

及び自己資金

2018年

６月

2026年

７月

運用効率の向

上

成田国際空港㈱

成田国際空港
千葉県成田市 空港運営事業

更なる機能強化

(B滑走路延伸、C

滑走路新設事業)

644,000 204,270

財政融資、社

債、借入金及

び自己資金

2020年

１月

2029年

３月

運用効率の向

上

成田国際空港㈱

成田国際空港
千葉県成田市 空港運営事業

2PTB高圧受変電

設備更新（本館L

側）

10,538 0
社債、借入金

及び自己資金

2024年

11月

2031年

８月

障害による停

電リスクの軽

減

成田国際空港㈱

成田国際空港
千葉県成田市 空港運営事業

Fast Travel機器

整備（Phase2）
10,190 0

社債、借入金

及び自己資金

2025年

３月

2028年

９月

運用効率の向

上

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設及び改修

(2) 重要な設備の除却等の計画はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,394,736 2,394,736 非上場

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 2,394,736 2,394,736 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2020年７月22日(注) 394,736 2,394,736 19,736 119,736 10,263 62,263

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

(注) 有償第三者割当

     発行価格                 76,000円

     資本組入額       29,999,936,000円

     割当先               国土交通大臣
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2025年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株式
の状況

（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 2
－ － － － － －

2 －

所有株式数(株) 2,394,736

－ － － － － －

2,394,736 －

所有株式数の割合

（％）
100

－ － － － － －

100 －

（５）【所有者別状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関二丁目１番３号 2,194,994 91.66

財務大臣 東京都千代田区霞が関三丁目１番１号 199,742 8.34

計 － 2,394,736 100.00

（６）【大株主の状況】

2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式2,394,736 2,394,736 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,394,736 － －

総株主の議決権 － 2,394,736 －

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

決議年月 配当金の総額（百万円） １株当たり配当金（円）

2025年６月20日

定時株主総会決議
6,468 2,701

３【配当政策】

当社は、株式上場、完全民営化、今後の空港機能強化に向けた財務体質強化のために内部留保を確保するととも

に、業績の動向を踏まえつつ、株主への利益還元の充実に努めていきたいと考えております。

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

後者につきましては「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨

を定款に定めております。当社は、これまで期末配当のみを行っており、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のと

おりであります。

なお、成田国際空港株式会社法（平成15年法律第124号）に基づき、剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議

は、国土交通大臣の認可を受けなければその効力を生じません。
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役職名 氏名 出席状況(出席率)

代表取締役社長 田村　明比古 18回/18回（100％）

代表取締役副社長 長谷川　芳幸 18回/18回（100％）

専務取締役 玉木　康彦 16回/18回（ 89％）

常務取締役 田邉　誠 18回/18回（100％）

常務取締役 岩澤　弘 18回/18回（100％）

取締役 関　恒明 18回/18回（100％）

取締役 宮本　秀晴 17回/18回（ 94％）

取締役 名和　振平 18回/18回（100％）

取締役 川瀬　仁夫 18回/18回（100％）

取締役 甲斐　順子 17回/18回（ 94％）

常勤監査役 榎本　通也 18回/18回（100％）

常勤監査役 鎌形　悦弘 13回/13回（100％）

常勤監査役 村田　徹 18回/18回（100％）

監査役 酒井　博 12回/13回（ 92％）

監査役 石原　宏行 ５回/５回（100％）

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社では、「事業執行における迅速性と効率性の追求」と「適切な監査及び監督による適法性の確保」とのバラ

ンスが取れ、関係者の理解を得られる企業統治の充実を図ることを経営の重点施策として、以下の取り組みを行っ

ております。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

a.会社の機関の内容

取締役会は、代表取締役社長が議長を務め、原則として月１回開催しております。法令及び定款に定めるものの

ほか、会社経営・グループ経営に関する重要事項等、取締役会規則に定められた事項を決定しております。特に当

事業年度においては、中期経営計画や年度事業計画、社債の発行、重要な組織の変更等について審議を行い決定す

るとともに、取締役から定期的に職務の執行状況の報告を受けること等により監督を行っております。

なお、当社は、監査役会制度を採用しており、監査役４名のうち３名が社外監査役であります。

2024年度は取締役会を18回開催しており、構成員及び出席状況は以下のとおりです。監査役は出席者となりま

す。

（注）１．開催回数が異なるのは就任時期及び退任時期の違いによるものです。

  ２．代表取締役社長　田村　明比古氏、代表取締役副社長　長谷川　芳幸氏、常務取締役　岩澤　弘氏、取

締役　宮本　秀晴氏及び名和　振平氏、常勤監査役　榎本　通也氏及び村田　徹氏は2025年６月20日付で任期

満了により退任しました。

  ３．監査役　石原　宏行氏は2024年６月25日付で辞任により退任しました。
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組織の名称 役割 構成

安全推進委員会

成田国際空港における安全の確

保及び推進を全社的に図るた

め。

委員長　　社長

委　員　　取締役及び執行役員

出席者　　監査役

サステナブルＮＲＴ

2050推進委員会

成田国際空港における脱炭素

化をはじめとした持続可能な

空港の実現に向けた取り組み

を推進するため。

委員長　　社長

委　員　　取締役及び執行役員

出席者　　監査役

コンプライアンス委

員会

企業活動を行うに際し、健全な

企業活動を維持することによ

り、社会から高い信頼を得るた

め。

委員長　　社長

委　員　　取締役及び執行役員

出席者　　監査役

成田国際空港の

更なる機能強化

推進本部

成田空港の更なる機能強化策の

具体化に向けて、全社を挙げて

迅速に取り組むため。

本部長　　社長

副本部長　副社長

本部員　　取締役及び執行役員

出席者　　監査役

空港人材対策本部

成田国際空港における人材対策

に向けて、全社を挙げて迅速に

取り組むため。

本部長　　社長

副本部長　副社長

本部員　　取締役及び執行役員

出席者　　監査役

また、取締役９名、監査役４名及び執行役員16名をもって構成される経営会議を設置し、取締役会決議事項や経

営に関する事項について、原則として毎週審議を行い、迅速な意思決定を図り、効率的な会社運営を実施しており

ます。

この他、すべての取締役、監査役及び執行役員が委員又は出席者となる「安全推進委員会」、「サステナブルＮ

ＲＴ2050推進委員会」、「コンプライアンス委員会」、「成田国際空港の更なる機能強化推進本部」及び「空港人

材対策本部」を以下のとおり設置し、それぞれの分野に応じた案件について、検討・協議を行っております。

b.内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法第362条第４項第６号に定められる「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして法務省令で定める体制」を、同条第５項の規定により、2006年５月10日第13回臨時取締

役会において制定し、その後、継続的に随時見直すことで、適正な業務執行のための企業体制の維持・向上に努め

ております。決議内容は以下のとおりであります。

ア  当会社及び連結子会社（以下「グループ会社」という。）の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

(ア)「成田国際空港株式会社行動規範」に実践すべき指針を示し、また、法令及び当会社が定める諸規程への

遵守義務を倫理規程に定めることで、業務遂行に際しての基本的心構えと社会的使命を深く自覚させる。

(イ)コンプライアンスをＮＡＡグループ全体で取り組むべき課題と位置づけ、当会社のコンプライアンス委員

会においてその基本的事項を決定するとともに、ＮＡＡグループコンプライアンス推進連絡会を開催し、グ

ループ一体となったコンプライアンス向上のための活動を推進する。

(ウ)コンプライアンスを徹底するため、ＮＡＡグループ全社の取締役・執行役員（以下「役員」という。）及

び社員を対象とした定期的な講演会や研修を開催し、コンプライアンス意識の向上を図る。

(エ)コンプライアンスに関するＮＡＡグループ内の相談制度である「グリーンライン」及び外部からの情報受

付窓口を常設・運営し、法令違反や談合等の不正行為の未然防止並びに早期発見、再発防止や制度の改善を

行う。

(オ)ＮＡＡグループ全体に対して、財務報告の信頼性を確保するための内部統制の整備及び運用を図る。

(カ)他の部門から独立した当会社の内部監査部門が、内部監査規程に基づき、当会社及びグループ会社につい

て、業務の適正性・効率性を確保するための内部監査を実施する。

イ  当会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(ア)法令並びに取締役会規則、情報管理規程及び文書管理規程等の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に

かかる情報を、文書または電磁的記録により適切に管理し、取締役、監査役および内部監査部門が、閲覧可

能な状態で保存する。
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(イ)また、これらの規程により、情報の社外への漏洩等の防止のために必要な措置を講じる。

ウ  当会社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ア)グループ経営に与える影響の大きい重要リスクへの対策を取締役会において定め対処する。

(イ)当会社及びグループ会社は、空港運営上のみならず、企業として想定される全リスクを対象に毎期リスク

マネジメント調査を実施し、リスク内容、蓋然性、影響度及び対策の現状等を把握した上で、グループ会社

のリスクを含め、全社で情報共有するとともに、必要な対策を講じる。

(ウ)特に、全てに優先する空港の安全確保については、一元的に運用情報の収集・発信をする体制を整備する

とともに、当会社及びグループ会社において規程類を制定し、緊急事態等に適切に対処する。また、運用及

び安全推進を担当する部室から独立した内部監査部門が、空港内全域の安全及び保安警備について安全監査

を実施する。

(エ)「ＮＡＡグループ暴力団等対策連絡会」の設置・運営により、成田空港における暴力団等による暴力的不

法行為を排除し、安全確保と健全な運営を推進する。

エ  当会社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制並びにグループ会社

の取締役の職務の執行に係る事項の当会社への報告に関する体制

(ア)ＮＡＡグループが一体となって効率的な空港経営を行えるよう、ＮＡＡグループ連結子会社の管理方針及

び管理体制を規程に定め、ＮＡＡグループ全体の健全な成長を図る。

(イ)ＮＡＡグループ全社の役員及び社員が共有する目標として、グループ経営計画を定め、これに基づく具体

的な施策をグループ全社の担当役員が実行することで、目標達成への確度を高め、ＮＡＡグループ全体の業

務の効率化を実現する。

(ウ）当会社においては、執行役員制度を設け、また、権限規程により各役職者に業務執行権限を委譲すると

ともに、重要な事項を審議する経営会議を原則として毎週開催することで、迅速な意思決定を図る。

(エ)「グループ経営会議」及び「グループ会社連絡会」を定期的に開催し、当会社からの意向伝達及びグルー

プ会社からの報告等を通じ、相互間の情報共有、意見交換を行う。

(オ)安全、サステナブルＮＲＴ2050、コンプライアンスについて、当会社はそれぞれの委員会を設置し、役員

及び監査役が集中的に検討・協議することで、一層の職務執行効率化を図る。また、特にＮＡＡグループと

しての取り組みが重要となる安全、ＣＳ、ＥＳ及びコンプライアンスについては、グループの連絡会を設置

し、グループが一体となってこれらの活動を推進する。

(カ)デジタル技術を活用することにより、迅速な意思決定、情報管理の徹底及び情報の共有などＮＡＡグルー

プ全体で業務の効率化並びに生産性の向上を図る。

(キ)定例記者会見等によりＮＡＡグループに関する情報開示を適宜・適切に行い、お客様・ステークホルダー

の理解を得ることで、事業の効率的運用を図る。

オ  当会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並

びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性に関する事項

(ア)監査役室を設け、専属の社員を配置する。

(イ)監査役室の社員は、監査役の指揮を受けて、監査役監査に関する調査、情報収集その他の事務を補助す

る。

(ウ)監査役室の社員が行う調査、情報収集に、当会社の関係部室及びグループ会社は適切に協力する。

(エ)監査役室に関する人事異動又は組織変更等を行う場合は、事前に監査役会と協議を行う。

カ  当会社及びグループ会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関

する体制

(ア)監査役は、当会社の取締役会、経営会議、グループ経営会議及びその他重要な会議に出席する。

(イ)監査役は、当会社の業務執行に関する主要な稟議文書その他の重要な文書を閲覧できる。

(ウ)当会社の担当の役員及び社員は、取締役会、経営会議及びグループ経営会議等の議題となる重要な案件に

ついて、監査役に説明する。

(エ)グループ経営上著しい損害を及ぼすおそれがある事項、法令・定款に違反するおそれがあると認めた事項

及び業務執行に関して著しく不当な事項について、当会社の取締役は監査役会に、当会社の執行役員及び社

員、グループ会社の役員及び社員又はグループ会社の役員及び社員から当該事項の報告を受けた者は監査役

に対し、速やかに報告をする。

(オ)当会社及びグループ会社は、監査役に前号の報告をした者について、当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いをしない。
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区分 人数（人）
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

業績連動報酬等 非金銭報酬等 左記以外の報酬等

取締役
9 211 13 - 197

（社外取締役を除く）

監査役
1 16 1 - 15

（社外監査役を除く）

社外役員 5 62 4 - 58

計 15 290 19 - 270

キ  その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ア)監査役会は、代表取締役と定期的に会合を開催する。

(イ)監査役会は、会計監査人及び内部監査部門と定期的に会合を開催し、連携を図る。

(ウ)グループ会社の監査役等との連携のため、「ＮＡＡグループ監査会議」を、毎年１回以上開催する。

(エ)監査役からその職務の執行により生ずる費用等の前払い又は償還等の請求があった場合は、当会社は会社

法第388条の定めに従い、これを支払う。

③リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、国際拠点空港という重要な公共インフラ事業を営み、重大な社会的責任を果たすとともに社会

的信用を確保する必要がある企業として、極めて高いレベルでのリスクマネジメントが求められると認識しており

ます。

当社グループでは、成田国際空港の安全な運用のため、関係者との協力による事故防止、災害防止に努めており

ます。特に航空機事故、災害等の発生に備えて、運用管理・警備部門等の安全に直結する部門を24時間体制で運用

するとともに、当社、警察、消防、医療機関及び自治体等の関係者を含めた「航空機事故消火救難総合訓練」など

を定期的に実施しております。加えて、2019年度には、大規模自然災害発生時に空港関連事業者が連携して対応を

行うため、新たに「成田国際空港ＢＣＰ」を策定する等、迅速かつ適切な対応ができる体制を整えております。ま

た、当社は「成田国際空港機能管理規程」を策定し、世界標準を満たす空港保安を確保しております。

当社では民営化後の2004年度から、戦略リスクや運営リスク等全ての分野のリスクに対するマネジメント状況の

全社調査を毎期実施しております。特に、グループ経営に与える影響の大きい重要リスクについては、取締役会に

おいて対策を定め、対処していく体制となっております。

なお、2007年度からは、リスクに対する取り組みを更に強化するために、本体制に連結子会社も含めることと

し、当社グループとして統合的にマネジメントを実施しております。

④役員報酬等の内容

（注）　１．上記には、2024年６月25日開催の第20回定時株主総会の時をもって退任した社外役員１名を含んでおりま

す。

　　　　２．上記報酬等の総額及び左記以外の報酬等には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額（取締役

28百万円、監査役２百万円、社外役員５百万円）を含んでおります。

　　　３．上記業績連動報酬等は、各事業年度の業績や計画値に対する達成状況を踏まえて、賞与を支給する場合に

は、取締役については、取締役会で賞与支給総額及び各取締役の個別賞与額は代表取締役社長へ一任する

ことを決議し、監査役については、監査役会で各監査役の個別賞与額を協議により決定しております。

　　　４．2023年６月21日に開催された第134回臨時取締役会において、取締役会は、固定報酬の支給額決定につい

て、各取締役の職務執行状況を十分把握していることから、代表取締役社長　田村　明比古氏に委任して

おります。

⑤取締役の定数

当社は、10名以内の取締役を置く旨、定款に定めております。
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⑥責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等を除く。）及び監査役との間に、任務

を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨、定款に定めております。当該定款に基づき当社

が取締役（業務執行取締役等を除く。）及び監査役の全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであ

ります。

取締役（業務執行取締役等を除く。）及び監査役が、その任務を怠り、それにより会社に損害を与えた場合にお

いて、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、取締役（業務執行取締役等を除く。）及び

監査役は、会社法に定める最低責任限度額を上限として会社に対する損害賠償責任を負担するものとし、その負担

額を超える部分については、会社は取締役（業務執行取締役等を除く。）及び監査役を当然に免責する。

⑦役員等賠償責任保険契約に関する事項

会社法第430条の３第１項に基づき、当社及び連結子会社の全て取締役、監査役及び執行役員を被保険者として

保険会社と締結している役員等賠償責任保険契約の概要は次のとおりであります。

被保険者が会社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して保険期間中に被保険者に

対して株主代表訴訟や第三者訴訟により損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償金

及び争訟費用等を補填するもの。ただし、被保険者の犯罪行為や法令に違反することを被保険者が認識しながら行

った行為に起因する損害賠償請求等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれない

ように措置を講じている。保険料は全額当社が負担する。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票に

よらない旨、定款に定めております。なお、解任に関する定めはありません。

⑨取締役会として決議できることとした株主総会決議事項

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及

び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除す

ることができる旨、定款に定めております。これは、取締役及び監査役に期待される役割を十分に発揮できること

を目的とするものであります。

また、当社は、中間配当について、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日

を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものであります。

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

代表取締役

社長

内部監査部担当、マーケティング

統括室担当、安全推進委員会委員

長、サステナブルＮＲＴ2050推進

委員会委員長、コンプライアンス

委員会委員長、成田国際空港の更

なる機能強化推進本部本部長、

空港人材対策本部本部長

藤井　直樹 1961年１月23日生

1983年４月 運輸省（現　国土交通省）入省

2017年７月 国土交通省鉄道局長

2018年７月 同省大臣官房長

2019年７月 同省国土交通審議官

2022年６月 同省国土交通事務次官

2024年７月 損害保険ジャパン(株)顧問

2025年６月 当社代表取締役社長（現任）

（注）

３
－

代表取締役

副社長

社長補佐

社長特命事項（新しい成田空港構

想統括）

玉木　康彦 1961年10月２日生

1984年４月 新東京国際空港公団入社

2016年６月 当社執行役員

2018年６月 当社取締役

2019年６月 当社常務取締役

2023年６月 当社専務取締役

2025年６月 当社代表取締役副社長（現任）

（注）

３
－

専務取締役

社長特命事項（マーケティン

グ、ＣＳ・ＥＳ統括）

田邉　誠 1962年７月28日生

1985年４月 新東京国際空港公団入社

2016年６月 当社執行役員

2018年６月 当社上席執行役員

2019年６月 当社取締役

2023年６月 当社常務取締役

2025年６月 当社専務取締役（現任）

（注）

３
－

常務取締役

社長特命事項（業務改革、グルー

プ経営改革統括）

関　恒明 1963年１月18日生

1986年４月 新東京国際空港公団入社

2017年６月 当社執行役員

2019年６月 当社取締役

2025年６月 当社常務取締役（現任）

（注）

３
－

取締役

空港運用部門長
川瀬　仁夫 1963年７月26日生

1986年４月 新東京国際空港公団入社

2017年６月 当社執行役員

2019年６月 当社上席執行役員

2023年６月 当社取締役（現任）

（注）

３
－

取締役

営業部門長
神﨑　俊明 1963年５月２日生

1987年４月 新東京国際空港公団入社

2018年６月 当社執行役員

2023年６月 当社上席執行役員

2025年６月 当社取締役（現任）

（注）

３
－

取締役

共生・用地部門長
江邨　孝夫 1964年９月11日生

1988年４月 新東京国際空港公団入社

2019年６月 当社執行役員

2023年６月 当社上席執行役員

2025年６月 当社取締役（現任）

（注）

３
－

取締役 甲斐　順子 1967年９月29日生

1992年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

2002年12月 浜二・高橋・甲斐法律事務所パートナー　

（現任）

2014年６月 厚生労働省年金特別会計公共調達委員会

委員（現任）

2015年10月 国土交通省中央建設工事紛争審査会特別

委員（現任）

2017年６月 出光興産株式会社補欠監査役（現任）

2019年６月 当社取締役（現任）

2020年６月 三井倉庫ホールディングス株式会社補欠

監査役（現任）

2022年３月 ＴＨＫ株式会社社外取締役（現任）

（注）

３
－

取締役 淡路　睦 1966年４月２日生

1989年４月 株式会社千葉銀行入行

2019年６月 同行執行役員地方創生部長

2020年６月 同行執行役員法人営業部長

2021年４月 同行常務執行役員

2021年６月 同行取締役常務執行役員

2023年４月 同行取締役専務執行役員

2024年４月 同行取締役専務執行役員（代表取締役・

現任）

2025年６月 当社取締役（現任）

（注）

３
－

（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性11名　女性２名　（役員のうち女性の比率15.4％）
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

常勤監査役 渋武　容 1973年１月４日生

1995年４月 運輸省（現 国土交通省）入省

2020年４月 国土交通省大臣官房付（併）総合政策局

情報政策課

2020年６月 同省運輸安全委員会事務局参事官付事故

防止分析官

2021年４月 同省航空局航空ネットワーク部航空ネッ

トワーク企画課空港経営改革推進室長

2021年７月 同省航空局交通管制部交通管制企画課長

2023年７月 同省政策統括官付政策評価官

2024年７月 同省運輸安全委員会事務局総務課長

2025年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）

４
－

常勤監査役 鎌形　悦弘 1963年５月12日生

1988年４月 千葉県入庁

2020年４月 同県総合企画部長

2022年４月 同県総務部長

2024年４月 当社常勤顧問

2024年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）

４
－

常勤監査役 大田　徹哉 1965年10月30日生

1989年４月 安田火災海上保険株式会社入社

2015年４月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社本店

業務部長

2016年４月 同社大阪企業営業第一部長

2019年４月 同社企業営業第一部長

2020年４月 損害保険ジャパン株式会社執行役員企業

営業第一部長

2022年４月 同社 常務執行役員

2024年４月 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

副社長

2025年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）

４
－

監査役 酒井　博 1961年９月30日生

1985年４月 日本電信電話株式会社入社

2004年７月 ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社経

営企画部事業計画担当部長

2006年７月 株式会社ＮＴＴＰＣコミュニケーション

ズ経営企画部長

2013年７月 ＮＴＴファイナンス株式会社ビリング事

業本部企画総務部長

2015年７月 コクヨファニチャー株式会社公共営業本

部通信営業部担当部長

2021年６月 株式会社ＮＴＴＰＣコミュニケーション

ズ監査役

2024年６月 ＮＴＴアーバンバリューサポート株式会

社監査役（現任）

2024年６月 当社監査役（現任）

（注）

４
－

計 －

(注) １．取締役　甲斐　順子氏及び淡路　睦氏は、社外取締役であります。

２．監査役　渋武　容氏、大田　徹哉氏及び酒井　博氏は、社外監査役であります。

３．2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2027年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

４．2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から、2029年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

５．当社では、コーポレート・ガバナンス強化の一環として、取締役会の意思決定及び監督機能の強化と経営の

意思決定の迅速化及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は16名で、常

務執行役員１名、上席執行役員６名、執行役員９名で構成されております。

②社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

甲斐　順子氏を社外取締役とした理由は、弁護士として豊富な経験・識見を有しており、特に法令を含む企業

社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営を監視し、コンプライアンスの確保とコーポレート・ガ

バナンス体制の一層の強化を図るに適任であると判断したためです。甲斐　順子氏と当社との人的関係、資本的

関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
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淡路　睦氏を社外取締役とした理由は、株式会社千葉銀行の経営者としての豊富な経験に加え、金融や財務会

計等に関する専門的な知見・識見を有しており、多角的な視点から、独立性をもって経営を監視し、コンプライ

アンスの確保とコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を図るに適任であると判断したためです。なお、淡

路　睦氏は、株式会社千葉銀行の取締役専務執行役員（代表取締役）を兼職しており、当社と同行との間に通常

の銀行取引はありますが、人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません 。

また、各社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
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役職名 氏名 出席状況（出席率）

常勤監査役 榎本　通也 17回/17回（100％）

常勤監査役 鎌形　悦弘 13回/13回（100％）

常勤監査役 村田　徹 17回/17回（100％）

監査役 酒井　博 12回/13回（ 92％）

監査役 石原　宏行 ４回/４回（100％）

（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

　当社は、常勤監査役３名を含む４名の監査役（うち３名が社外監査役）により監査役会を構成しております。監

査役　酒井　博氏は、ＮＴＴグループ企業において経理業務に従事した経験があり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。また、監査役及び監査役会を補助する専任組織として、４名の専任スタッフを配置し

た監査役室を設置しております。

　2024年度は監査役会を17回開催しており、個々の監査役の出席状況については以下のとおりです。

（注）１．開催回数が異なるのは就任時期及び退任時期の違いによるものです。

２．監査役　石原　宏行氏は2024年６月25日付で辞任により退任しました。

３．常勤監査役 榎本 通也氏及び村田 徹氏は2025年6月20日付で任期満了により退任しました。

　監査役会においては、監査方針や監査計画の策定・実施、監査報告書の作成、監査役会議長・常勤監査役等の選

定、会計監査人の再任の適否、会計監査人の報酬の同意、ＮＡＡグループ監査会議開催の決議、事業報告等監査調

書の作成、意見交換実施結果の確認、取締役会議題の確認、重要な決裁書類の閲覧等の報告を行っております。

　常勤監査役及び監査役は、取締役会や原則として毎週実施される経営会議等重要な会議に出席し、議事運営、決

議内容等を監査し、中立的かつ客観的な立場から意見を述べるなど、意思決定の妥当性・公正性を確保するための

助言・提言等を行うほか、取締役等との面談、各部室や連結子会社等からの説明聴取、連結子会社監査役・内部監

査部・会計監査人との定期的な意見交換等により、取締役の職務執行、内部統制システムの構築・運用状況、会計

監査人の監査の状況等について監査を行っております。また、代表取締役等との定期的な会合を開催し、監査活動

に必要な意見交換を行っております。

②内部監査の状況

　内部監査については、7名の人員を配置した社長直轄の内部監査部を設置し、そのうち内部監査を5名が担当して

おります。内部監査規程に基づき策定された中期監査計画及び年度監査計画により、当社及び連結子会社の業務に

ついて、中期経営計画、法令及び諸規程への準拠性及び業務の効率性等の観点から監査を実施しております。ま

た、監査の結果については、内部監査の実効性を確保するため、社長、取締役及び監査役へ報告しております。

　内部監査、監査役監査及び会計監査人による会計監査の相互連携については、監査役と内部監査部との定期的な

連絡会の開催、監査役に対する会計監査人からの監査実施状況報告、監査役・内部監査部・会計監査人の三者間に

おける情報交換等を通じて、より適切な監査業務を行うべく努めております。

③会計監査の状況

a.監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

b.継続監査期間

21年間

c.業務を執行した公認会計士

春日　淳志

田中　友康

太田　稔

d.監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務の補助者は、公認会計士６名、その他16名であり、会社法及び金融商品取引法に基づく

監査が行われました。
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区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 69 1 68 1

連結子会社 6 － 6 －

計 75 1 75 1

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － 0 － －

連結子会社 － － － －

計 － 0 － －

e.監査法人の選定方針と理由

EY新日本有限責任監査法人を選任した理由は、会計監査人としての品質管理体制、監査体制、独立性及び専

門性の有無、当社グループの理解度等を含め、総合的に検討した結果、適任と判断したためです。

また、監査役会では会計監査人の解任又は不再任の決定の方針を以下のとおり定めております。

「当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合に、会計監査

人を解任いたします。上記のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合に、会社

法第344条の規定に基づき決定された議案を株主総会に提出いたします。」

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、会計監査人の監査報告、往査立会などを通じて監査実施内容を把握しており、品質管理体制、

監査体制などの項目を勘案した基準や、年間を通じた会計監査人とのコミュニケーションに加え、業務執行部

門から聴取した意見等を参考に、毎期監査役会審議の中で評価を行っております。

また、会計監査人の独立性と専門性についても上記評価基準に含まれており、毎期確認しております。

④監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

前連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、コンフォート・レター作成業務等であります。

当連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、コンフォート・レター作成業務等であります。

b.監査公認会計士等と同一のネットワーク（EYグループ）に対する報酬（a.を除く）

前連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、供給施設更新事業推進に係る支援業務等であります。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数等を勘案した上での決定として

おります。

e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、社内関係部室及び会計監査人から必要な資料を入手し、説明を受け、会計監査人の監査計画の内

容、従前の事業年度を含む会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算出根拠、非監査業務の契約状況等について

検討し、会計監査人の報酬の額について会社法第399条第１項の同意を行っております。

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等（１）コーポレート・ガバナ

ンスの概要」に記載しております。

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限

責任監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、適正な連結財務諸表等を作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し

ております。

また、会計基準等の内容を適切に把握するとともに、会計基準等の変更等について的確に対応するために公益財団

法人財務会計基準機構及び各種団体の行うセミナー等に参加しております。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 286,658 268,947

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 18,504 ※１ 18,254

リース投資資産 1,324 1,036

有価証券 40,000 170,000

棚卸資産 ※４ 10,116 ※４ 12,189

その他 1,978 3,856

貸倒引当金 △50 △84

流動資産合計 358,532 474,199

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,091,926 1,112,100

減価償却累計額 △763,536 △783,502

建物及び構築物（純額） 328,389 328,598

機械装置及び運搬具 171,370 171,976

減価償却累計額 △138,903 △142,113

機械装置及び運搬具（純額） 32,467 29,862

工具、器具及び備品 76,387 76,549

減価償却累計額 △62,378 △63,446

工具、器具及び備品（純額） 14,008 13,103

土地 401,072 460,852

建設仮勘定 80,322 74,188

その他 1,506 1,570

減価償却累計額 △836 △1,080

その他（純額） 669 489

有形固定資産合計 ※５ 856,930 ※５ 907,095

無形固定資産

ソフトウエア 3,885 3,146

その他 6,625 6,481

無形固定資産合計 ※５ 10,511 ※５ 9,628

投資その他の資産

投資有価証券 ※３ 7,795 ※３ 9,419

長期貸付金 1,620 1,620

退職給付に係る資産 1,209 1,136

繰延税金資産 4,521 6,757

その他 1,522 1,387

貸倒引当金 △749 △330

投資その他の資産合計 15,919 19,990

固定資産合計 883,361 936,714

資産合計 ※２ 1,241,893 ※２ 1,410,914

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 14,253 14,454

１年内償還予定の社債 ※２ 61,000 ※２ 53,000

１年内返済予定の長期借入金 700 700

未払法人税等 2,494 5,758

賞与引当金 2,437 2,866

その他 ※７ 35,214 ※７ 36,480

流動負債合計 116,100 113,258

固定負債

社債 ※２ 399,600 ※２ 376,600

長期借入金 ※６ 437,150 ※６ 600,250

退職給付に係る負債 14,792 16,487

役員退職慰労引当金 405 389

環境対策引当金 13,398 12,178

その他 11,003 11,492

固定負債合計 876,349 1,017,398

負債合計 992,450 1,130,657

純資産の部

株主資本

資本金 119,736 119,736

資本剰余金 61,917 61,917

利益剰余金 55,968 91,113

株主資本合計 237,623 272,767

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 85 90

退職給付に係る調整累計額 3,411 △1,052

その他の包括利益累計額合計 3,496 △961

非支配株主持分 8,323 8,450

純資産合計 249,443 280,257

負債純資産合計 1,241,893 1,410,914
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業収益 ※１ 216,928 ※１ 263,773

営業原価 169,140 183,279

営業総利益 47,787 80,493

販売費及び一般管理費 ※２ 34,819 ※２ 38,200

営業利益 12,967 42,293

営業外収益

受取利息及び配当金 25 532

持分法による投資利益 1,396 1,537

その他 841 612

営業外収益合計 2,263 2,682

営業外費用

支払利息 2,396 2,452

社債利息 1,994 1,956

その他 152 112

営業外費用合計 4,544 4,521

経常利益 10,687 40,454

特別利益

固定資産売却益 ※３ 179 ※３ 174

鉄道事業補助金 170 170

工事負担金等受入額 23 103

国庫補助金 44 115

その他 2 3

特別利益合計 420 568

特別損失

固定資産売却損 ※４ 101 ※４ 784

固定資産除却損 ※５ 478 ※５ 925

固定資産圧縮損 68 221

その他 22 ※６ 36

特別損失合計 670 1,968

税金等調整前当期純利益 10,436 39,055

法人税、住民税及び事業税 2,155 6,109

法人税等調整額 △1,866 △2,325

法人税等合計 289 3,783

当期純利益 10,147 35,271

親会社株主に帰属する当期純利益 10,061 35,144

非支配株主に帰属する当期純利益 86 127

（内訳）

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 30 5

退職給付に係る調整額 3,815 △4,463

その他の包括利益合計 ※７ 3,845 ※７ △4,458

包括利益 13,992 30,813

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 13,906 30,686

非支配株主に係る包括利益 86 127

②【連結損益及び包括利益計算書】
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(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株
主持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合
計

当期首残高 119,736 61,917 45,907 227,561 55 △403 △348 8,237 235,450

当期変動額

親会社株主に帰属
する当期純利益

10,061 10,061 10,061

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

30 3,815 3,845 86 3,931

当期変動額合計 － － 10,061 10,061 30 3,815 3,845 86 13,992

当期末残高 119,736 61,917 55,968 237,623 85 3,411 3,496 8,323 249,443

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株
主持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合
計

当期首残高 119,736 61,917 55,968 237,623 85 3,411 3,496 8,323 249,443

当期変動額

親会社株主に帰属
する当期純利益

35,144 35,144 35,144

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

5 △4,463 △4,458 127 △4,330

当期変動額合計 － － 35,144 35,144 5 △4,463 △4,458 127 30,813

当期末残高 119,736 61,917 91,113 272,767 90 △1,052 △961 8,450 280,257

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

- 54 -



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 10,436 39,055

減価償却費 36,881 35,579

賞与引当金の増減額（△は減少） 287 428

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 723 △2,796

環境対策引当金の増減額（△は減少） △1,449 △1,219

受取利息及び受取配当金 △25 △532

支払利息及び社債利息 4,391 4,408

持分法による投資損益（△は益） △1,396 △1,537

固定資産除却損及び圧縮損 613 1,051

固定資産売却損益（△は益） △78 610

売上債権の増減額（△は増加） 11,446 491

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,764 △2,171

仕入債務の増減額（△は減少） 3,227 1,114

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 998 622

未払金の増減額（△は減少） △377 645

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,591 △1,378

前受金の増減額（△は減少） 932 1,200

その他 797 △784

小計 67,235 74,786

利息及び配当金の受取額 29 496

利息の支払額 △4,413 △4,359

法人税等の支払額 △680 △3,045

営業活動によるキャッシュ・フロー 62,171 67,878

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △68,724 △87,764

固定資産の売却による収入 677 712

譲渡性預金の預入による支出 △100,000 △370,000

譲渡性預金の払戻による収入 220,000 250,000

定期預金の預入による支出 △201,600 -

定期預金の払戻による収入 37,500 199,100

その他 △195 △186

投資活動によるキャッシュ・フロー △112,342 △8,138

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △60,000 -

長期借入れによる収入 12,000 164,400

長期借入金の返済による支出 △1,150 △1,300

社債の発行による収入 49,874 29,922

社債の償還による支出 △40,000 △61,000

その他 △267 △295

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,542 131,726

現金及び現金同等物に係る換算差額 28 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △89,684 191,468

現金及び現金同等物の期首残高 177,053 87,368

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 87,368 ※１ 278,837

④【連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　　　　11社

　㈱ＮＡＡリテイリング、エアポートメンテナンスサービス㈱、㈱グリーンポート・エージェンシー等11社

すべての子会社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　4社

(2) 関連会社である日本空港給油㈱、㈱Japan Duty Free Fa-So-La 三越伊勢丹、㈱Green Energy Frontier

及びプラスナリタラボ㈱に対する投資について持分法を適用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ　満期保有目的の債券

　　原価法によっております。

ロ　その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によって

おります。

　市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法によっております。

②　棚卸資産

イ　商品

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）によっております。

ロ　貯蔵品

主として先入先出法又は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

ただし、一部の連結子会社では、取替資産について取替法（定額法）によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～75年

機械装置及び運搬具　　２～17年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、各社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。
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(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しておりま

す。

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく基準額を計上しております。

④　環境対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物の処理及び埋蔵文化財調査に伴い発生する支出に備えるため、当連結会計年度

末における処理費用及び調査費用の見込額を計上しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による

定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として発生の翌連結会計年度に一括処理しております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準

①　顧客との契約から生じる収益の計上基準

空港運営事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、

旅客施設等に関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っております。

当該履行義務は顧客が空港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識して

おります。空港施設等のサービスに関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受

領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、空港運営事業に係る顧客との

契約から生じる収益については、顧客との契約等において約束された対価から一定期間の運航実績等に

応じて契約条件等に基づいた返金額を控除した金額で測定しております。当該返金額は運航実績等に応

じて決定されるものであり測定された収益の額に重要な不確実性はありません。

リテール事業においては、主に直営店舗での物販等の販売を行い、顧客に対して商品を引き渡す義務

を負っております。当該履行義務は顧客へ商品を引き渡すことで充足され、引渡時点で収益を認識して

おります。また、顧客への商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる、いわゆる消化仕入について

は、当社グループの役割が代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入

先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。商品を引き渡した対価は、履行義務の充足時

点から概ね翌月末までに受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

施設貸付事業、鉄道事業の収益は、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲

に含まれる事務所及び貨物施設、鉄道施設等の賃貸によるリース取引であり、顧客との契約から生じる

収益の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

②　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に営業収益と営業原価を計上する方法によっております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　工事負担金等の会計処理

当社の連結子会社であります成田高速鉄道アクセス㈱は、国及び地方公共団体等より工事費の一部と

して工事負担金等を受け入れております。これらの工事負担金等については、工事完成時に当該工事負

担金等相当額を取得した固定資産の取得価額から直接減額しております。

　なお、連結損益及び包括利益計算書においては、「工事負担金等受入額」を特別利益に計上するとと

もに、固定資産の取得原価から直接減額した額を「固定資産圧縮損」として特別損失に計上しておりま

す。
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前連結会計年度 当連結会計年度

環境対策引当金繰入額 1,341 1,210

環境対策引当金 13,166 11,946

（重要な会計上の見積り）

埋蔵文化財調査費用に係る環境対策引当金

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

空港拡張区域に係る工事（成田空港の更なる機能強化）実施にあたって、埋蔵文化財調査が法令で求め

られる敷地について、調査対象面積と面積当たりの見積調査単価を乗じて引当金を計上しております。

② 主要な仮定

埋蔵文化財調査費用の引当金の算出に用いた主要な仮定は、面積当たりの見積調査単価であり、これは

過去の調査実績に基づき算定しております。

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

面積当たりの見積調査単価は、調査の結果発見される埋蔵文化財の出土量の影響をうけるため、出土量

が過去の調査から大きく乖離した場合には調査単価が変動し、翌連結会計年度以降の経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

（会計方針の変更）

　　　(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

　　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当連結会

　　計年度の期首から適用しております。

　　　　　　当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）　等

（１）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素

で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを

目指したリース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがフ

ァイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使

用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用され

ます。

（２）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

（表示方法の変更）

　　　　　前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めて表示しておりました「工事負担金等受入額」は

　　　　金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては独立掲記しております。

　　　　　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結

　　　　果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「特別利益」の「その他」に表示していた23百万

　　　　円を「工事負担金等受入額」に組み替えております。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

売掛金 18,496百万円 18,239百万円

契約資産 8 14

計 18,504 18,254

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

１年内償還予定の社債 61,000百万円 53,000百万円

社債 399,600 376,600

計 460,600 429,600

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

投資有価証券（株式） 5,189百万円 6,725百万円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

商品 7,143百万円 8,951百万円

仕掛品 0 0

原材料及び貯蔵品 2,972 3,238

計 10,116 12,189

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

工事負担金等累計額 64,139百万円 64,222百万円

国庫補助金累計額 3,914 4,030

計 68,054 68,252

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

32,400百万円 42,400百万円

（連結貸借対照表関係）

※１　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ

以下のとおりです。

※２　担保資産及び担保付債務

成田国際空港株式会社法（平成15年法律第124号）第７条により、当社の総財産を社債の一般担保に供

しております。

※３　非連結子会社及び関連会社に対するもの

※４　棚卸資産に含まれる各科目の金額

※５　固定資産の取得原価から直接減額した圧縮記帳累計額

※６　長期借入金のうち、無利子の政府借入金

※７　収益認識関係

　契約負債については、「流動負債」の「その他」に計上しています。契約負債の金額は、「注記事項

（収益認識関係）３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローと

の関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込

まれる収益の金額及び時期に関する情報」に記載しています。

　８　保証類似行為

　当社は、投資先が発行する優先株式を引き受けた金融機関に対する保証類似行為を行っております。

　投資先において契約書に定めた所定の買取請求事案が発生し、金融機関より優先株式の買取請求を受け

た場合の当社の引受額は900百万円であります。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

人件費 17,879百万円 17,058百万円

（うち賞与引当金繰入額） 　　　（1,400） 　　　（1,719）

（うち退職給付費用） （1,259） （△1,523）

（うち役員退職慰労引当金繰入額） （105） （100）

支払手数料 4,080 5,267

環境対策引当金繰入額 1,341 1,210

減価償却費 1,709 1,750

公租公課 1,511 2,122

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 3 2

工具、器具及び備品 0 0

土地 171 172

その他 3 －

計 179 174

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物及び構築物 －百万円 32百万円

土地 101 751

その他 － 0

計 101 784

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

建物及び構築物 141百万円 327百万円

工具、器具及び備品等 144 188

固定資産撤去費用 191 409

計 478 925

（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　営業収益については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、「注記事項（セグメント情報等）セグメント情報 ３．報告

セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情

報」に記載のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費の主要な内訳は次のとおりであります。

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 43百万円 8百万円

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 43 8

法人税等及び税効果額 △13 △2

その他有価証券評価差額金 30 5

退職給付に係る調整額：

当期発生額 3,401 △1,252

組替調整額 466 △3,194

法人税等及び税効果調整前 3,867 △4,447

法人税等及び税効果額 △52 △16

退職給付に係る調整額 3,815 △4,463

その他の包括利益合計 3,845 △4,458

※６　減損損失

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

※７　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額
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当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 2,394,736 － － 2,394,736

合計 2,394,736 － － 2,394,736

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 2,394,736 － － 2,394,736

合計 2,394,736 － － 2,394,736

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2025年６月20日

定時株主総会
普通株式 6,468 利益剰余金 2,701 2025年３月31日 （注）

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．配当に関する事項

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

　　該当事項はありません。

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）効力発生日は、成田国際空港株式会社法（平成15年法律第124号）第13条の規定に基づき、国土交
通大臣の認可を受けた日となります。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

現金及び預金勘定 286,658百万円 268,947百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △199,290 △110

有価証券勘定のうち預入期間が３ヶ月以内の

譲渡性預金
－ 10,000

現金及び現金同等物 87,368 278,837

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

- 63 -



前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

１年内 149 40

１年超 63 96

合計 212 136

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

リース料債権部分 1,147 801

見積残存価額部分 346 346

受取利息相当額 △170 △110

リース投資資産 1,324 1,036

前連結会計年度
（2024年３月31日）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース投資資産 346 346 86 74 74 218

当連結会計年度
（2025年３月31日）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース投資資産 346 86 74 74 74 143

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

  有形固定資産

主として、空港運営事業におけるハードウェア（工具、器具及び備品）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法　③リース資産」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

（貸主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1) リース投資資産の内訳

流動資産 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(2) リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

流動資産 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（単位：百万円）
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

１年内 1,022 1,024

１年超 1,637 623

合計 2,660 1,647

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、空港の設置及び管理等を行っていくための設備投資に必要な資金を社債発行や銀行等

借入により調達しております。一時的な余資は、安全性の高い金融資産に限定して運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当社は、債権管理の規定に従い、取引

先ごとに売掛金の期日管理及び残高管理を行っております。連結子会社についても同様の管理を行ってお

ります。

有価証券及び投資有価証券は、主に譲渡性預金及び業務上の関係を有する企業の株式であり、債券及び

株式は市場価格の変動リスクに晒されています。当該リスクに関しては、定期的な時価等の把握の方法に

より管理しております。

短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。社債、長期借入金は、主に設備投資に係る資

金調達であり、一部は当空港の機能強化のため、財政投融資を活用し、借り入れたものであります。長期

借入金の一部は変動金利でありますが、返済期限までの期間が短いため、金利の変動リスクは低くなって

おります。また、社債、借入金は、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる

リスク）に晒されていますが、当社グループでは、月次で資金繰計画を作成・更新するなどの方法により

管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 有価証券及び投資有価証券(*2) 504 498 △6

資産計 504 498 △6

(1) 社債(*3) 460,600 447,580 △13,019

(2) 長期借入金(*3)(*4) 405,450 316,808 △88,641

負債計 866,050 764,389 △101,660

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 有価証券及び投資有価証券(*2) 517 536 19

資産計 517 536 19

(1) 社債(*3) 429,600 402,620 △26,979

(2) 長期借入金(*3)(*4) 558,550 429,881 △128,668

負債計 988,150 832,501 △155,648

区分
前連結会計年度

（百万円）
当連結会計年度

（百万円）

非上場株式 7,291 8,902

区分
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

無利子借入金 32,400 42,400

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度（2025年３月31日）

(*1)「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「有価証券のうち譲渡性預金」「買掛金」については、短期間

で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「(1）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

(*3) 社債及び長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償還予定の社債及び１年内返済予定

の長期借入金を含めております。

(*4) 連結貸借対照表の長期借入金(１年内返済予定を含む。）に計上しているもののうち無利子借入金は、特定の法律に

基づいて、成田国際空港に対し、大規模な機能拡充等を行う場合に必要に応じて国が財政支援を行うものであるた

め、金融商品の時価開示の対象外とし、上記の表から除外しております。
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１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金

預金 283,273 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 18,504 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － － － 450

その他 40,000 － － －

合計 341,777 － － 450

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金

預金 264,789 － － －

受取手形、売掛金及び契約資産 18,254 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － － － 450

その他 170,000 － － －

合計 453,044 450

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 － － － － － －

社債 61,000 53,000 40,000 59,000 53,000 194,600

長期借入金 700 700 700 700 700 434,350

合計 61,700 53,700 40,700 59,700 53,700 628,950

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内

（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 － － － － － －

社債 53,000 40,000 59,000 53,000 40,000 184,600

長期借入金 700 700 700 2,050 － 596,800

合計 53,700 40,700 59,700 55,050 40,000 781,400

（注）１．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度（2025年３月31日）

２. 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度（2025年３月31日）
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区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 54 － － 54

資産計 54 － － 54

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 67 － － 67

資産計 67 － － 67

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

　　社債 － － 443 443

　　その他 － － － －

資産計 － － 443 443

社債 － 447,580 － 447,580

長期借入金 － 316,808 － 316,808

負債計 － 764,389 － 764,389

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

　　社債 － － 469 469

　　その他 － － － －

資産計 － － 469 469

社債 － 402,620 － 402,620

長期借入金 － 429,881 － 429,881

負債計 － 832,501 － 832,501

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算出した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

当連結会計年度（2025年３月31日）

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

当連結会計年度(2025年３月31日)
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(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

劣後債の時価は一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと社債取得時の利率で割り引いて算出

する方法によっており、レベル３の時価に分類しております。

社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の

信用状態が借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該

帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。また、固定金利によるものの時価は、元利金の合

計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価

に分類しております。

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 450 443 △6

(3）その他 － － －

小計 450 443 △6

合計 450 443 △6

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 450 469 19

(3）その他 － － －

小計 450 469 19

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 450 469 19

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2024年３月31日）

(注)譲渡性預金（連結貸借対照表計上額　40,000百万円）については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似し

　　ていることから、当該帳簿価額によっており、上表の「満期保有目的の債券」には含めておりません。

当連結会計年度（2025年３月31日）

(注)譲渡性預金（連結貸借対照表計上額　170,000百万円）については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額によっており、上表の「満期保有目的の債券」には含めておりません。
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種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価

（百万円）
差額

（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1)株式 54 16 38

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 54 16 38

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1)株式 － － －

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 54 16 38

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価

（百万円）
差額

（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1)株式 67 16 50

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 67 16 50

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1)株式 － － －

(2)債券

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 67 16 50

２．その他有価証券

前連結会計年度（2024年３月31日）

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額　2,101百万円）については、市場価格がないことから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

当連結会計年度（2025年３月31日）

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額　2,176百万円）については、市場価格がないことから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

退職給付債務の期首残高 22,973百万円 20,318百万円

勤務費用 956 999

利息費用 37 220

数理計算上の差異の発生額 △2,498 830

制度加入者からの拠出金 8 8

退職給付の支払額 △1,157 △1,098

退職給付債務の期末残高 20,318 21,278

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

年金資産の期首残高 9,883百万円 10,643百万円

期待運用収益 197 403

数理計算上の差異の発生額 902 △422

事業主からの拠出額 132 140

制度加入者からの拠出金 8 8

退職給付の支払額 △480 △475

年金資産の期末残高 10,643 10,297

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

退職給付に係る負債と資産の純額の期首残高 3,851百万円 3,907百万円

退職給付費用 403 789

退職給付の支払額 △203 △239

制度への拠出額 △117 △109

その他 △26 22

退職給付に係る負債と資産の純額の期末残高 3,907 4,370

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制

度を採用しております。

確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金

を支給します。

退職一時金制度（すべて非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一

時金を支給します。

一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債

及び資産並びに退職給付費用を計算しております。また、一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基

金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制

度については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 11,735百万円 11,884百万円

年金資産 △13,326 △12,986

△1,591 △1,102

非積立型制度の退職給付債務 15,174 16,454

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 13,582 15,351

退職給付に係る負債 14,792 16,487

退職給付に係る資産 △1,209 △1,136

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 13,582 15,351

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

勤務費用 956百万円 999百万円

利息費用 37 220

期待運用収益 △197 △403

数理計算上の差異の費用処理額 499 △3,164

過去勤務費用の費用処理額 △32 △30

簡便法で計算した退職給付費用 403 789

その他 33 80

確定給付制度に係る退職給付費用 1,699 △1,508

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

過去勤務費用 32百万円 30百万円

数理計算上の差異 △3,900 4,417

合　計 △3,867 4,447

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

未認識過去勤務費用 △85百万円 △55百万円

未認識数理計算上の差異 △3,374 1,042

合　計 △3,460 986

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

債券 63％ 65％

株式 35 33

現金及び預金 0 0

その他 2 2

合　計 100 100

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

(6）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(7）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

(8）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

割引率 1.1％ 1.1％

長期期待運用収益率 2.0％ 4.0％

予想昇給率 3.2％～3.5％ 2.8％～3.5％

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

３．確定拠出制度

確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度を含む。）への要

拠出額は、前連結会計年度223百万円、当連結会計年度238百万円であります。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産

退職給付に係る負債 5,611百万円 4,808百万円

成田新高速鉄道負担引当金 16 －

減損損失 2,942 2,946

固定資産の取得価額に係る調整額 156 134

税務上の繰越欠損金（注)２ 48,733 45,192

賞与引当金 778 915

未払事業税 346 542

環境対策引当金 4,081 3,784

その他 2,968 3,120

繰延税金資産小計 65,635 61,445

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)２ △47,364 △44,830

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △13,408 △9,437

評価性引当額小計（注)１ △60,772 △54,267

繰延税金資産合計 4,862 7,178

繰延税金負債との相殺 △341 △420

繰延税金資産純額 4,521 6,757

繰延税金負債

圧縮記帳積立金 43 45

除去費用（資産除去債務） 100 123

退職給付に係る資産 226 211

未収事業税 2 －

その他 38 40

繰延税金負債合計 411 420

繰延税金資産との相殺 △ 341 △420

繰延税金負債純額 70 －

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注)１．評価性引当額が6,505百万円減少しております。この減少の主な要因は、業績の回復に伴い親会社及び

連結子会社において繰延税金資産の回収可能性を見直した結果、将来減算一時差異等に係る評価性引

当額及び税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額が減少したことによるものであります。
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１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の

繰越欠損金 ※１
－ 23 12 16 3 48,676 48,733

評価性引当額 － △23 △12 △16 △3 △47,307 △47,364

繰延税金資産 － － － － － 1,369 ※２ 1,369

１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の

繰越欠損金 ※１
23 12 17 3 15 45,120 45,193

評価性引当額 △23 △12 △17 △3 △15 △44,757 △44,831

繰延税金資産 － － － － － 362 ※２　362

前連結会計年度

（2024年３月31日）

当連結会計年度

（2025年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）

評価性引当額 △28.4 △16.7

その他 0.8 △ 4.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.8 9.7

（注)２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2024年３月31日）

※１　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

※２　当該税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産については、将来の課税所得が見込まれることから一部

　　　を回収可能と判断しております。

当連結会計年度（2025年３月31日）

※１　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

※２　当該税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産については、将来の課税所得が見込まれることから一部

　　　を回収可能と判断しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることにな

りました。これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しておりま

す。

　この税率変更による当連結会計年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

期首残高 954 840

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

見積りの変更による増加額 － 219

時の経過による調整額 5 5

見積りの変更による減少額 － △14

資産除去債務の履行による減少額 △11 －

吸収分割による事業継承による減少額 △108 －

期末残高 840 1,050

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

当社が所有する建物等の石綿障害予防規則等に基づくアスベスト等の除去費用であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得等の日から１年～24年と見積り、割引率は0.195％～2.228％を使用して資産除去債務

の金額を計算しております。

（3）当該資産除去債務の総額の増減　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（4）当該資産除去債務の金額の見積りの変更内容及び影響額

　　 重要性が乏しいため、記載を省略しております。

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

連結貸借対照表計上額 54,368 71,336

期首残高 56,263 54,368

期中増減額 △1,895 16,968

期末残高 54,368 71,336

期末時価 307,854 344,573

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、成田国際空港において、旅客ターミナルビル、貨物施設、駐車場等の賃貸に

供する不動産を有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は15,233百万円

（賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業原価及び販売費及び一般管理費に計上）であります。当連結会計年度

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は18,094百万円（賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業原価及び

販売費及び一般管理費に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

         ます。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は第２ターミナルビル特高受変電設備他更新工事

に伴う新規資産取得（358百万円）であり、主な減少額は減価償却費（3,462百万円）であります。

また、当連結会計年度の主な増加額は第８貨物ビル新築工事に伴う新規資産取得（17,005百万円）

であり、主な減少額は減価償却費（3,965百万円）であります。

３．期末の時価は、専門機関による鑑定に基づくものであります。
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前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 29,747百万円 18,496百万円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 18,496 18,239

契約資産(期首残高) 3 8

契約資産(期末残高) 8 14

契約負債(期首残高) 22 392

契約負債(期末残高) 392 310

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、（連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項）「４．会計方針に関する事項　(6) 重要な収益及び費用の計上基準　①顧客との契約から生じる収益

の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、顧客に対して履行義務を充足しておりますが、未請求の顧客へ移転した財に係る対価であり、当

社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時

点で顧客との契約から生じた債権へ振り替えられます。

契約負債は、主に使用料等の支払等に関する契約に基づき顧客から受け取った前受金であります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想される

契約期間が１年を超える重要な取引はないため、記載を省略しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表

計上額(注)２
空港運営

事業

リテール

事業

施設貸付

事業

鉄道

事業
計

売上高

顧客との契約から生じる収益 88,475 85,103 5,240 80 178,900 － 178,900

その他の収益(注)３ 1,871 10,148 23,101 2,906 38,028 － 38,028

外部顧客への売上高 90,347 95,251 28,341 2,987 216,928 － 216,928

セグメント間の内部

売上高又は振替高
7,276 709 1,519 52 9,557 △9,557 －

計 97,624 95,960 29,860 3,040 226,485 △9,557 216,928

セグメント利益又は損失（△） △25,935 27,289 11,023 708 13,087 △119 12,967

セグメント資産 1,040,223 64,558 96,633 35,945 1,237,360 4,533 1,241,893

その他の項目

減価償却費(注)４ 27,043 2,945 5,823 1,218 37,029 △148 36,881

持分法適用会社への投資額 182 2 － － 184 5,005 5,189

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
61,733 2,880 5,334 29 69,978 78 70,056

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、業務の性質に応じて、「空港運営事業」、「リテール事業」、「施設貸付事業」及び「鉄道事

業」の４つの事業活動を展開しており、これらを報告セグメントとしております。

「空港運営事業」は、発着、給油、警備等の空港施設の整備・運営及び旅客サービス施設等の空港事業に

係る施設の管理・運営事業を行っております。

「リテール事業」は、商業スペースの運営事業並びに免税店（市中免税店を含む）、小売・飲食店、取次

店の運営、各種空港関連サービスの提供及び広告代理業を行っております。

「施設貸付事業」は、航空会社等を主要顧客とした事務所、貨物施設等の賃貸事業を行っております。

「鉄道事業」は、成田国際空港周辺地域及び成田国際空港と首都東京を直結する鉄道事業を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されているセグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に 

おける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分

解情報

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

(注)１．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△119百万円は、セグメント間の取引消去です。

（２）セグメント資産の調整額4,533百万円は、各報告セグメント間の債権債務の相殺消去△4,633百万

円、各報告セグメントに配分していない全社資産9,166百万円であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．その他の収益は、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用範囲に含まれる

事務所及び貨物施設、鉄道施設等の賃貸によるリース取引であります。

４．減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表

計上額(注)２
空港運営

事業

リテール

事業

施設貸付

事業

鉄道

事業
計

売上高

顧客との契約から生じる収益 105,273 110,263 5,596 88 221,221 － 221,221

その他の収益(注)３ 2,020 13,312 24,311 2,906 42,551 － 42,551

外部顧客への売上高 107,294 123,576 29,907 2,994 263,773 － 263,773

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,795 871 1,625 19 11,312 △11,312 －

計 116,089 124,447 31,533 3,014 275,085 △11,312 263,773

セグメント利益又は損失（△） △9,154 40,564 10,347 661 42,418 △125 42,293

セグメント資産 1,180,435 76,489 113,928 35,020 1,405,874 5,040 1,410,914

その他の項目

減価償却費(注)４ 25,338 2,831 6,339 1,216 35,725 △145 35,579

持分法適用会社への投資額 210 9 － － 219 6,506 6,725

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
65,089 3,220 22,078 21 90,410 166 90,576

空港使用料

収入

旅客施設

使用料収入

物販・飲食

収入

土地建物等

貸付料収入
その他 合　計

外部顧客への

売上高 31,169 34,266 73,914 23,239 54,338 216,928

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

(注)１．調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△125百万円は、セグメント間の取引消去です。

（２）セグメント資産の調整額5,040百万円は、各報告セグメント間の債権債務の相殺消去△5,702百万

円、各報告セグメントに配分していない全社資産10,742百万円であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．その他の収益は、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用範囲に含まれる

事務所及び貨物施設、鉄道施設等の賃貸によるリース取引であります。

４．減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の国及び地域の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦以外の国及び地域に所在する有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の10％を超える相手先がないため、記載を省略しております。
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空港使用料

収入

旅客施設

使用料収入

物販・飲食

収入

土地建物等

貸付料収入
その他 合　計

外部顧客への

売上高 35,165 45,196 94,894 24,411 64,105 263,773

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の国及び地域の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦以外の国及び地域に所在する有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

売上高の10％を超える相手先がないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要

株主

国土交

通省

東京都

千代田区
－

国土交

通行政

(被所有)

直接

91.66

資金の

借入

無利子

借入
12,000

長期借

入金
32,400

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要

株主

国土交

通省

東京都

千代田区
－

国土交

通行政

(被所有)

直接

91.66

資金の

借入

無利子

借入
10,000

長期借

入金
42,400

【関連当事者情報】

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

　　　上記の借入金は、成田国際空港株式会社法第８条の規定による無利子の借入金であります。

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。
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前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

１株当たり純資産額 100,687.49円 113,501.70円

１株当たり当期純利益 4,201.44円 14,675.80円

前連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 10,061 35,144

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
10,061 35,144

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,394 2,394

（１株当たり情報）

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

     ２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

成田国際空港㈱ 第16回普通社債 2014年10月28日 20,000 - 0.570 一般担保 2024年10月28日

成田国際空港㈱ 第17回普通社債 2015年２月20日 25,000 - 0.489 一般担保 2025年２月20日

成田国際空港㈱ 第18回普通社債 2015年10月30日 16,000
16,000

(16,000)
0.556 一般担保 2025年10月30日

成田国際空港㈱ 第19回普通社債 2016年２月18日 20,000
20,000

(20,000)
0.275 一般担保 2026年２月18日

成田国際空港㈱ 第20回普通社債 2016年８月23日 5,000 5,000 0.105 一般担保 2026年８月21日

成田国際空港㈱ 第21回普通社債 2016年８月23日 10,000 10,000 0.427 一般担保 2036年８月22日

成田国際空港㈱ 第22回普通社債 2016年12月16日 10,000 10,000 0.230 一般担保 2026年12月16日

成田国際空港㈱ 第23回普通社債 2016年12月16日 10,000 10,000 0.677 一般担保 2036年12月16日

成田国際空港㈱ 第24回普通社債 2017年12月18日 10,000 10,000 0.250 一般担保 2027年12月17日

成田国際空港㈱ 第25回普通社債 2017年12月18日 5,000 5,000 0.671 一般担保 2037年12月18日

成田国際空港㈱ 第26回普通社債 2018年３月12日 13,000 13,000 0.250 一般担保 2028年３月10日

成田国際空港㈱ 第27回普通社債 2018年３月12日 5,000 5,000 0.657 一般担保 2038年３月12日

成田国際空港㈱ 第29回普通社債 2018年10月22日 10,000 10,000 0.319 一般担保 2028年10月20日

成田国際空港㈱ 第30回普通社債 2018年10月22日 5,000 5,000 0.770 一般担保 2038年10月22日

成田国際空港㈱ 第32回普通社債 2019年１月29日 10,000 10,000 0.220 一般担保 2029年１月29日

成田国際空港㈱ 第33回普通社債 2019年１月29日 5,000 5,000 0.599 一般担保 2039年１月28日

成田国際空港㈱ 第34回普通社債 2019年９月19日 10,000 10,000 0.080 一般担保 2029年９月19日

成田国際空港㈱ 第35回普通社債 2019年９月19日 5,000 5,000 0.270 一般担保 2039年９月16日

成田国際空港㈱ 第36回普通社債 2020年１月29日 10,000 10,000 0.200 一般担保 2030年１月29日

成田国際空港㈱ 第37回普通社債 2020年１月29日 5,000 5,000 0.424 一般担保 2040年１月27日

成田国際空港㈱ 第38回普通社債 2020年10月28日 15,000 15,000 0.195 一般担保 2030年10月28日

成田国際空港㈱ 第39回普通社債 2020年10月28日 15,000 15,000 0.409 一般担保 2035年10月26日

成田国際空港㈱ 第40回普通社債 2020年10月28日 5,000 5,000 0.529 一般担保 2038年10月28日

成田国際空港㈱ 第41回普通社債 2020年10月28日 15,000 15,000 0.575 一般担保 2040年10月26日

成田国際空港㈱ 第43回普通社債 2021年９月16日 15,000 15,000 0.050 一般担保 2026年９月16日

成田国際空港㈱ 第44回普通社債 2021年９月16日 10,000 10,000 0.185 一般担保 2031年９月16日

成田国際空港㈱ 第45回普通社債 2022年２月10日 10,000 10,000 0.090 一般担保 2027年２月10日

成田国際空港㈱ 第46回普通社債 2022年２月10日 10,000 10,000 0.304 一般担保 2032年２月10日

成田国際空港㈱ 第47回普通社債 2022年２月10日 6,000 6,000 0.687 一般担保 2041年２月８日

成田国際空港㈱ 第48回普通社債 2022年８月10日 17,000
17,000

(17,000)
0.190 一般担保 2025年８月８日

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】
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会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

成田国際空港㈱ 第49回普通社債 2022年８月10日 13,000 13,000 0.261 一般担保 2027年８月10日

成田国際空港㈱ 第50回普通社債 2022年８月10日 8,700 8,700 0.500 一般担保 2032年８月10日

成田国際空港㈱ 第51回普通社債 2022年８月10日 7,300 7,300 0.978 一般担保 2039年８月10日

成田国際空港㈱ 第52回普通社債 2023年２月２日 16,000 - 0.281 一般担保 2025年１月31日

成田国際空港㈱ 第53回普通社債 2023年２月２日 23,000 23,000 0.504 一般担保 2028年２月２日

成田国際空港㈱ 第54回普通社債 2023年２月２日 6,700 6,700 0.900 一般担保 2033年２月２日

成田国際空港㈱ 第55回普通社債 2023年２月２日 8,900 8,900 1.500 一般担保 2040年２月２日

成田国際空港㈱ 第56回普通社債 2023年９月21日 33,000 33,000 0.459 一般担保 2028年９月21日

成田国際空港㈱ 第57回普通社債 2023年９月21日 17,000 17,000 0.843 一般担保 2033年９月21日

成田国際空港㈱ 第58回普通社債 2025年１月27日 - 20,000 1.021 一般担保 2030年１月25日

成田国際空港㈱ 第59回普通社債 2025年１月27日 - 10,000 1.371 一般担保 2035年１月26日

合計 － － 460,600
429,600

(53,000)
－ － －

１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

53,000 40,000 59,000 53,000 40,000

(注) １．当期末残高欄（　）内の金額は、１年以内に償還予定のものであります。

 ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。
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区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 700 700 0.08 －

１年以内に返済予定のリース債務 284 294 1.30 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 437,150 600,250 0.59 2026年～2055年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 393 202 1.96 2026年～2030年

合計 438,527 601,446 － －

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 700 700 2,050 －

リース債務 92 51 45 12

【借入金等明細表】

(注) １．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）のうち42,400百万円については、成田国際空港株式

会社法第８条の規定による無利子の借入金であります。

     ２．平均利率については、期末借入金残高（無利子の借入金を除く。）に対する加重平均利率を記載してお

ります。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）、リース債務（１年以内に返済予定のものを除

く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は次のとおりであります。

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 269,044 244,028

受取手形、売掛金及び契約資産 ※２ 14,443 ※２ 14,412

リース投資資産 1,324 1,036

有価証券 40,000 170,000

貯蔵品 2,835 3,089

その他 ※２ 920 ※２ 1,395

貸倒引当金 △43 △73

流動資産合計 328,524 433,888

固定資産

有形固定資産

建物 ※３ 194,985 ※３ 200,223

構築物 119,491 ※３ 114,393

機械及び装置 ※３ 33,025 ※３ 30,478

工具、器具及び備品 ※３ 12,589 ※３ 11,669

土地 399,311 459,094

建設仮勘定 80,523 74,598

その他 453 476

有形固定資産合計 840,380 890,936

無形固定資産

ソフトウエア ※３ 3,591 ※３ 2,816

その他 5 3

無形固定資産合計 3,596 2,820

投資その他の資産

投資有価証券 2,541 2,616

関係会社株式 18,945 18,945

繰延税金資産 － 2,232

その他 2,526 2,417

貸倒引当金 △749 △330

投資その他の資産合計 23,264 25,882

固定資産合計 867,241 919,639

資産合計 ※１ 1,195,766 ※１ 1,353,527

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※２ 9,146 ※２ 10,921

短期借入金 ※２ 31,822 ※２ 35,348

１年内償還予定の社債 ※１ 61,000 ※１ 53,000

未払金 ※２ 24,826 ※２ 23,884

未払費用 5,502 4,921

未払法人税等 540 3,358

前受金 1,702 2,431

賞与引当金 965 1,111

その他 ※２ 1,699 ※２ 722

流動負債合計 137,206 135,700

固定負債

社債 ※１ 399,600 ※１ 376,600

長期借入金 ※４ 432,400 ※４ 596,800

退職給付引当金 12,455 9,240

役員退職慰労引当金 166 190

環境対策引当金 13,398 12,178

繰延税金負債 69 －

その他 ※２ 10,417 ※２ 11,210

固定負債合計 868,508 1,006,218

負債合計 1,005,714 1,141,919

純資産の部

株主資本

資本金 119,736 119,736

資本剰余金

資本準備金 62,263 62,263

資本剰余金合計 62,263 62,263

利益剰余金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 99 98

別途積立金 151,597 151,597

繰越利益剰余金 △143,703 △122,144

利益剰余金合計 7,993 29,551

株主資本合計 189,993 211,551

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 59 56

評価・換算差額等合計 59 56

純資産合計 190,052 211,607

負債純資産合計 1,195,766 1,353,527

- 86 -



(単位：百万円)

前事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

営業収益 ※２ 142,914 ※２ 169,797

営業原価 ※２ 119,770 ※２ 121,949

営業総利益 23,144 47,847

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 19,775 ※１,※２ 20,812

営業利益 3,368 27,035

営業外収益

受取利息及び配当金 15 478

その他 ※２ 538 ※２ 252

営業外収益合計 554 730

営業外費用

支払利息 ※２ 2,381 ※２ 2,513

社債利息 1,994 1,956

その他 ※２ 143 ※２ 100

営業外費用合計 4,520 4,570

経常利益又は経常損失（△） △597 23,196

特別利益

固定資産売却益 171 172

国庫補助金 44 119

特別利益合計 216 291

特別損失

固定資産売却損 101 779

固定資産除却損 ※２ 300 ※２ 589

固定資産圧縮損 44 119

その他 － 36

特別損失合計 446 1,524

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △827 21,963

法人税、住民税及び事業税 8 2,706

法人税等調整額 △101 △2,301

法人税等合計 △93 405

当期純利益又は当期純損失（△） △734 21,558

②【損益計算書】

- 87 -



前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

区分
注記
番号

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

人件費 2,399 2.0 1,610 1.3

業務委託費 16,841 14.1 19,385 15.9

警備費 4,692 3.9 5,420 4.4

清掃費 3,092 2.6 3,490 2.9

修繕維持費 20,387 17.0 23,099 18.9

固定資産除却費 1,130 0.9 1,325 1.1

水道光熱費 14,710 12.3 14,703 12.1

減価償却費 34,093 28.5 32,785 26.9

公租公課 9,875 8.3 9,547 7.8

周辺対策交付金・助成金 9,035 7.5 9,773 8.0

移転補償費 1,367 1.1 363 0.3

その他 2,143 1.8 444 0.4

合計 119,770 100.0 121,949 100.0

営業原価明細書
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(単位：百万円)

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

その他有価
証券評価差

額金資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 119,736 62,263 99 151,597 △142,969 8,727 190,727 34 190,761

当期変動額

税率変更による積
立金の調整額

－

当期純損失（△） △734 △734 △734 △734

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

24 24

当期変動額合計 － － － － △734 △734 △734 24 △709

当期末残高 119,736 62,263 99 151,597 △143,703 7,993 189,993 59 190,052

(単位：百万円)

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

その他有価
証券評価差

額金資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 119,736 62,263 99 151,597 △143,703 7,993 189,993 59 190,052

当期変動額

税率変更による積
立金の調整額

△1 1 － － －

当期純利益 21,558 21,558 21,558 21,558

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△2 △2

当期変動額合計 － － △1 － 21,559 21,558 21,558 △2 21,555

当期末残高 119,736 62,263 98 151,597 △122,144 29,551 211,551 56 211,607

③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

原価法によっております。

② 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法によっております。

③ その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

先入先出法又は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　 ６～50年

構築物　　　　　　　　 ３～75年

機械及び装置　　　　　 ５～17年

工具、器具及び備品　　 ２～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 環境対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物の処理及び埋蔵文化財調査に伴い発生する支出に備えるため、当事業年度末にお

ける処理費用及び調査費用の見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

(1) 顧客との契約から生じる収益の計上基準

　空港運営事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、旅

客施設等に関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っております。当該

履行義務は顧客が空港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しておりま
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す。空港施設等のサービスに関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領してお

り、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、空港運営事業に係る顧客との契約から生

じる収益については、顧客との契約等において約束された対価から一定期間の運航実績等に応じて契約条

件等に基づいた返金額を控除した金額で測定しております。当該返金額は運航実績等に応じて決定される

ものであり測定された収益の額に重要な不確実性はありません。

　リテール事業、施設貸付事業、鉄道事業の収益は、主に企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会

計基準」の範囲に含まれる店舗、事務所及び貨物施設、鉄道施設等の賃貸によるリース取引であり、顧客

との契約から生じる収益の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(2)ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に営業収益と営業原価を計上する方法によっております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

(2) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

前事業年度 当事業年度

環境対策引当金繰入額 1,341 1,210

環境対策引当金 13,166 11,946

（重要な会計上の見積り）

埋蔵文化財調査費用に係る環境対策引当金

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

(2) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　　連結財務諸表に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

（会計方針の変更）

　　(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当事業年度

　の期首から適用しております。

　　　　　当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。
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（表示方法の変更）

　（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「違約金収入」、「固定資産税還付金」

「補助金収入」は金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しており

ます。

　この結果、前事業年度における「営業外収益」の「違約金収入」に表示していた133百万円、「固定資産税還

付金」に表示していた75百万円、「補助金収入」に表示していた74百万円は、「その他」に組み替えておりま

す。

前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

１年内償還予定の社債 61,000百万円 53,000百万円

社債 399,600 376,600

計 460,600 429,600

前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

短期金銭債権 2,156百万円 2,429百万円

短期金銭債務 42,361 48,702

長期金銭債務 23 52

前事業年度

（2024年３月31日）

当事業年度

（2025年３月31日）

建物 495百万円 499百万円

構築物 - 15

機械及び装置 916 983

工具、器具及び備品 2,503 2,535

ソフトウェア 3 0

計 3,918 4,034

前事業年度

（2024年３月31日）

当事業年度

（2025年３月31日）

32,400百万円 42,400百万円

前事業年度

（2024年３月31日）

当事業年度

（2025年３月31日）

成田高速鉄道アクセス株式会社 5,450百万円 4,150百万円

（貸借対照表関係）

※１　担保提供資産

成田国際空港株式会社法（平成15年法律第124号）第７条により、当社の総財産を社債の一般担保に供

しております。

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

※３　圧縮記帳

国庫補助金により有形固定資産の取得価額から直接控除した圧縮記帳累計額は以下のとおりでありま

す。

※４　長期借入金のうち、無利子の政府借入金

５　保証債務

下記の関係会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。
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６　保証類似行為

当社は、投資先が発行する優先株式を引き受けた金融機関に対する保証類似行為を行っております。

投資先において契約書に定めた所定の買取請求事案が発生し、金融機関より優先株式の買取請求を受け

た場合の当社の引受額は900百万円であります。
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前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

人件費 8,421百万円 6,391百万円

（うち賞与引当金繰入額） 738 885

（うち退職給付費用） 887 △1,971

（うち役員退職慰労引当金繰入額） 38 37

販売手数料 1,990 2,532

貸倒引当金繰入額 △560 △186

環境対策引当金繰入額 1,341 1,210

減価償却費 669 740

前事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

当事業年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

営業収益 18,292百万円 23,740百万円

営業費用 50,577 57,183

営業取引以外の取引高 5,063 5,864

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度11％、当事業年度14％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度89％、当事業年度86％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２　関係会社との取引高

区分
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

子会社株式 15,141 15,141

関連会社株式 3,804 3,804

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
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前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産

退職給付引当金 3,794百万円 2,892百万円

成田新高速鉄道負担引当金 16 -

減損損失 1,390 1,358

関係会社株式評価損 422 434

環境対策引当金 4,081 3,784

未払事業税 162 312

賞与引当金 293 338

固定資産の取得価額に係る調整額 156 134

未払費用 264 115

税務上の繰越欠損金 45,980 44,653

その他 700 734

繰延税金資産小計 57,262 54,758

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △45,980 △44,551

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △11,182 △7,780

評価性引当額小計 △57,162 △52,332

繰延税金資産合計 100 2,426

繰延税金負債

圧縮記帳積立金 △43 △45

除去費用（資産除去債務） △100 △123

その他有価証券評価差額金 △25 △24

繰延税金負債合計 △169 △193

繰延税金資産純額又は繰延税金負債純額（△） △69 2,232

前事業年度

（2024年３月31日）

当事業年度

（2025年３月31日）

法定実効税率 税引前当期純損失を計上し

ているため注記を省略して

おります。

30.5％

（調整）

評価性引当額 △17.0

欠損金の当期控除 △11.9

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.8

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。

　この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）　４．収益

及び費用の計上基準　(1)顧客との契約から生じる収益の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しています。
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（重要な後発事象）

該当事項はございません。
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投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

その他（6銘柄） 2,550,552 2,166

計 2,550,552 2,166

投資有価証券 満期保有目的の債券

種類及び銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

東京国際空港ターミナル

株式会社第５回無担保劣

後社債

450 450

計 450 450

有価証券 満期保有目的の債券

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

譲渡性預金 - 170,000

計 - 170,000

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

【債券】

【その他】
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区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産 建物 614,156 20,896 3,665 15,405 631,386 431,162

構築物 451,851 3,488 1,049 8,394 454,290 339,896

機械及び装置 169,695 1,849 1,254 4,287 170,289 139,810

工具、器具及び備品 71,202 3,033 2,779 3,770 71,456 59,787

土地 399,311 63,755 3,973

(36)

- 459,094 -

建設仮勘定 80,523 73,212 79,137 - 74,598 -

その他 2,849 204 26 180 3,026 2,550

計 1,789,590 166,439 91,886 32,037 1,864,143 973,207

無形固定資産 ソフトウエア 7,567 649 1,858 1,416 6,359 3,542

その他 12 - - 1 12 8

計 7,580 649 1,858 1,418 6,371 3,551

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

(注) １．当期増減額の主なものは、次のとおりであります。

建物の増加要因

第８貨物ビル新築による増加                                                    16,683百万円

土地の増加要因

更なる機能強化に伴う土地取得の増加                                            63,755百万円

建設仮勘定の増減額

更なる機能強化に係る土地取得に伴う内金等の増加                                31,869百万円

第８貨物ビル新築工事による増加                                                15,431百万円

建設仮勘定の減少額は、主に土地の引渡がなされたことに伴う土地への振替及び工事完成に伴う各資

産への振替によるものであります。

２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

３．当期首残高及び当期末残高は、取得価額により記載しております。

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 792 106 495 404

賞与引当金 965 1,070 923 1,111

役員退職慰労引当金 166 37 13 190

環境対策引当金 13,398 1,210 2,430 12,178

【引当金明細表】

（単位：百万円）

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券、１万株券、その他必要券種

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え

取扱場所
千葉県成田市古込字古込１番地１

成田国際空港株式会社　総務人事部

株主名簿管理人 該当事項はありません。

取次所 該当事項はありません。

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 新たに発行する株券に係る印紙税相当額

単元未満株式の買取り

取扱場所 該当事項はありません。

株主名簿管理人 該当事項はありません。

取次所 該当事項はありません。

買取手数料 該当事項はありません。

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。

第６【提出会社の株式事務の概要】
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第20期）（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）2024年６月25日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

（第21期中）（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）2024年12月25日関東財務局長に提出

(3) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類

2024年９月12日関東財務局長に提出

(4) 発行登録追補書類（普通社債）及びその添付書類

2025年１月17日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

- 101 -



独立監査人の監査報告書

2025年６月19日

成田国際空港株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 春日　　淳志

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田中　　友康

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 太田　　稔

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている成田国際空港株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成田

国際空港株式会社及び連結子会社の２０２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。



「成田空港の更なる機能強化」プロジェクトにおける設備投資に係る会計処理

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、将来の航空需要増加に対応するため「成田空港

の更なる機能強化（Ｂ滑走路延伸、Ｃ滑走路新設事

業 ）」プロジェクト（以下、「プロジェクト」）を２０

２８年度末の完成に向けて進めている。既存滑走路の延伸

と新滑走路の新設を目的としたプロジェクトであり、その

事業費は約６４４，０００百万円 である。当連結会計年

度における空港運営事業の有形固定資産及び無形固定資産

の増加額は注記事項【セグメント情報】に記載のとおり６

５，０８９百万円であり、大部分はプロジェクトに関する

ものである。

プロジェクトにおける設備投資には以下の特徴がある。

・広範なエリアの用地を取得する必要があり、用地取得に

向けた各種調査等の関連費用の発生が見込まれる。

・関連する設備投資は多数の工事契約から構成され、１件

当たりの契約金額は多額である。

・工事の内容や取得関連費用の性質は多岐に渡るため、一

般的に、固定資産に計上するか否かについて慎重な判断を

要するものがあると考えられる。

・埋蔵文化財調査費用のように、計上にあたり重要な仮定

を伴う見積りが必要となる費用がある（注記事項（重要な

会計上の見積り））。

以上より、プロジェクトは過去にない規模の設備投資を

伴う。当連結会計年度は主として用地取得を進めている段

階であるが、契約内容や状況に応じた会計処理が求められ

ること、取引量が多く契約金額も大きいことから、会計処

理を誤った場合に会社の財政状態及び経営成績に与える影

響は大きいと考えられるため、当監査法人は当該事項を監

査上の主要な検討事項と判断した。

当監査法人は、プロジェクトにおける設備投資に係る会

計処理を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実

施した。

(1)固定資産及び関連費用を正確に計上するための内部

統制の評価

・工事契約の締結から、支出額の記録、変更契約の管理、

工事竣工時等の固定資産計上に至る一連のプロセスを理解

するとともに、固定資産等の計上伝票と契約書等関連する

証憑書類との突合といった、固定資産及びその関連費用を

正確に計上するための内部統制について、関連部署への質

問及び文書の閲覧等により整備及び運用状況の有効性を評

価した。

(2)固定資産及び関連費用の計上額の検討

・有形固定資産及び関連費用 として処理された取引から

サンプルを抽出し、契約書等関連する証憑書類の閲覧およ

び関連部署への質問により、その処理の正確性を検討し

た。

・プロジェクト工事全体の現況を理解・把握するために現

場視察を実施した。

・建設仮勘定の工事件名別の管理資料からサンプルを抽出

し、支出内容や工事の完了予定時期を把握し計上範囲や本

勘定への振替時期について検討した。

・埋蔵文化財調査費用に係る環境対策引当金の算出方法及

び主要な仮定である面積当たりの見積調査単価の妥当性に

ついて、関連資料の閲覧、関連部署への質問及び調査現場

における視察・質問の実施により検討した。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。



連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上



（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

      ２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。



独立監査人の監査報告書

2025年６月19日

成田国際空港株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 春日　　淳志

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田中　　友康

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 太田　　稔

「成田空港の更なる機能強化」プロジェクトにおける設備投資に係る会計処理

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（「成田空港の更なる機能強化」プロジェクト

における設備投資に係る会計処理）と同一内容であるため、記載を省略している。

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている成田国際空港株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、成田国際

空港株式会社の２０２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。



その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。



（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

      ２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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